
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 1 0 1 1 2 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

啓発事業にはしょうがい当事者も関わるものであり廃止はしょうがいしゃ施策の後退となる。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市民に対する啓発事業であり公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事務事業の規模からこれ以上の削減余地はない。

人権政策の一環であり、市長室所管の人権平和事業と統合できると考える。

コスト
削減 維持 増加

啓発事業を行うことによって、「しょうがいしゃ」及び｢宣言｣に対する理解
が深まっており現状での事業継続により成果を高めていくことが大切であ
る。
しかし、人権政策にあたり、市長室所管の人権平和事業と統合すること
で、事務の効率化につながると考えられる。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

しょうがいしゃ週間にあわせた市役所ロビーでのパネル展と大学通り円形公園・谷保駅・矢川駅に横断幕を設
置しての啓発事業であり、これ以上削減できない。。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

宣伝の啓発事業であり公共関与も妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状で適切であるが啓発事業の内容に向上の余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください
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繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

74265 74381

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

枚

人

100%

自分の能力及び適性に応じて社会参加
をしていると答えたしょうがいしゃの割合

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

74303

0

平成25年度 平成26年度

しょうがいしゃへの理解が図られる

0

千円

千円

0
人

0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

「しょうがいしゃがあたりまえに暮らすまち宣言」啓発
事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

しょうがいしゃ就業率

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市民

0

（当初予算)

400

1
（目標値)

80

100% 100%

400

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

例年しょうがいしゃ週間に合わせて、市役所ロビーにおいて宣言制定にいたる経過をパネルにより展示しているが、本年度は庁舎耐震工事のためパネル展は中止となった。

しょうがいしゃが自ら生き方を選択している。

しょうがいしゃ週間に合わせて、市役所ロビーにおいて宣言制定に至る経過をパネルにより展示する予定。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

17

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

400

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市民

あたりまえに暮らすまち宣言PR用リーフ
レット配布数
あたりまえに暮らすまち宣言制定記念イ
ベント来場者数（初年度のみ）

0

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

リーフレット作成数 枚

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成17年4月の「しょうがいしゃがあたりまえに暮らすまち宣言」の制定を受け、しょうがいしゃ週間に合わせて、12月5日から7日まで市役所ロビーにおいて、宣言制定にいたる経過をパネル
により展示した。

千円 0 0 400

差額

（決算）

400 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

400 400

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

400 0

1
80 0

0

0

0
0

1
80

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 400
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -400 -400

その他 千円

-400 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

0 3 0 1 0 1 0 1 1 3 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

1人前の手話通訳者になるためには10年かかるとも言われるのに、社会的地位が確立されていない。また、職業的にも成り立っていないことが壁である。

市民が聴覚しょうがいしゃを理解するためのツールが減少することとなり、しょうがいしゃの自立促進が阻害さ
れるおそれがある。

×

都補助金の歳入課であるしょうがいしゃ支援課が本補助金を所管することにより、聴覚しょうがい者福祉に詳しい課
が手話通釈者の養成から派遣まで一貫して取り組め事業費削減につながる可能性はある。

成
果

向
上

維
持 ○

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

対象者は市民であり、受講者負担もある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

補助金査定及び補助金交付手続きのみの事務作業である。

平成２３年度より、しょうがいしゃ支援課で「しょうがいしゃ就労自立支援事業」が行われている。

コスト
削減 維持 増加

1人前の手話通訳者になるためには10年かかるとも言われるのに、現在
の日本では職業的に成り立っていない。そのせいか、毎年初級クラス40
名以上、中級クラス約30名、上級クラス約10名の受講者があるのに手話
通訳者試験合格者がいない年もあるのが現状である。手話通訳者の地
位の向上を期待したい。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
聴覚しょうがいしゃの社会参加の保障として手話を理解できる市民を増やすこと、手話通訳者を養成することは市の責務であるが、手話という聴覚しょ
うがいしゃの言語を身につけ自在に操れるようになるためには大変多くの時間と経験が必要である。よって、手話通訳者登録後のフォローアップ講習
も必要である。

都補助金の歳入課であるしょうがいしゃ支援課が本補助金を所管することにより、聴覚しょうがい者福祉に詳しい課が手話通釈者の養成から派遣まで
一貫して取り組め事業費削減につながる可能性はある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

経費の一部を受講料として受講者に負担してもらっており、補助金削減に伴う受講者負担増額は受講者減少に
つながるおそれがある。一方で、福祉総務課は手話に関しての知識が乏しく、仕様の工夫等の助言・指導がで
きず仕舞いになっており、しょうがいしゃ支援の担当課が本補助金を所管することにより、事業費削減につなが
る可能性はある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

しょうがいしゃの福祉の増進を図るとともに、しょうがいの有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安
心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することが、障害者自立支援法の目的であり、当市では『しょう
がいしゃがあたりまえに暮らすまち』宣言を行っている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

すでに、国立市社会福祉協議会では、本講習会に関連して、手話講習会受講者、聴覚障害者協会会員、手話
サークル会員等の交流を図る会や、聴覚しょうがいしゃを取り巻く状況を幅広く理解するために、外部より講師を
招き講演会を実施するなど、聴覚しょうがいしゃ支援に多角的に取り組んでいる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

50

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 993 1,043 1,043 0

0

0
0

331 348 348

0
662 695 695

0

0

0

0

33

-211
0

0
-211

千円

0 0

0 1,324

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

74265 74381

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

19%

自分なりに社会参加をしていると答えた
しょうがいしゃの割合

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

17
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

1,268

0

0

74303

平成25年度 平成26年度

健常者が手話を覚えることによって、聴覚しょうがいしゃの人たちと会話し、手助けがで
きるようになる。

1,324

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

手話講習会開催支援事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

しょうがいしゃ就業率

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市民

0

（当初予算)

25

1
（目標値)

5

26% 8%

15

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　「昼間部初級クラス」、「昼間部中級クラス」、「昼間部夜間クラス」、「夜間部初級クラス」及び「夜間部中級クラス」をを年間各３２回実施。
　「登録試験対策クラス」を年１０回実施。

「しょうがいしゃがあたりまえに暮らすまち宣言」に基づき、あらゆるしょうがいしゃが地域において安定した生活ができています。そのうえにたって、自らの生き方を選択できる自己実現を保障
しています。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市補助金交付規程法令根拠

福祉総務課

藤崎秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

1,138

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

人口

講習修了者総数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

開催数

受講生総人数

回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業内容】国立市社会福祉協議会では、くにたち福祉会館にて昼間及び夜間に、クラス別の手話講習会を実施しており、市はその事業費の３分の２を補助している。
【業務内容】講師謝礼、通信運搬費、消耗品費及び教材費の合計の３分の２を補助金として、国立市社会福祉協議会に交付している。
【予算科目】補助金

千円 0 0 1,339

差額

（決算）

1,293 0 -201

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

15 25

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

25 0

1
3 2

10

0

10
0

1
5

1,268

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 25

1,113

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

1,113

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -346 -95

その他 千円

-250 0 251

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 1 0 1 1 3 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,766 0 -48

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

3,518

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,754 -1,802

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 19

3,518

0

物に係るコ
スト

0
00 0

3,526

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
3

18 0

2

1
3

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1
2

15 15

4
1

3,544 0 49

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業概要】国立市社会福祉協議会は、くにたち福祉会館内に喫茶コーナー「わかば」を運営している。「わかば」は、知的・身体・精神のしょうがいしゃ等を営業補助として受け入れ、しょうが
いしゃ等が就労に向けて実習する場として機能している。
【業務内容】市は、この喫茶コーナーの運営事業に関する常勤嘱託員の人件費及び実習生受入経費を、国立市社会福祉協議会に補助している。
【予算科目】補助金

千円 0 0 3,488

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

受入れ実習生延べ人数

喫茶コーナー利用者数

人

3

00 0 4
2

0

3,537

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市内しょうがいしゃ数

実習生修了者の就職率

福祉総務課

藤崎秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市補助金交付規程法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

しょうがいしゃ等を実習生として週６名受け入れ、週１回２時間～週２回１０時間程度営業補助をしてもらった。

「しょうがいしゃがあたりまえに暮らすまち宣言」に基づき、あらゆるしょうがいしゃが地域において安定した生活ができています。そのうえにたって、自らの生き方を選択できる自己実現を保障
しています。

平成25年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

3

50% 51%

19

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

しょうがいしゃ

0

（当初予算)

15

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

しょうがいしゃ就業率

千円
0

福祉会館喫茶コーナーしょうがいしゃ就労支援事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

3,469

0

千円

千円

0
人

平成26年度

しょうがいしゃに就労実習の場を与え、働くことの楽しさ、生きることの喜びを味わっても
らい、就業に結び付ける。

60

5099

平成25年度平成23年度
（決算）

3,526

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

1
0

0

50%

自分なりに社会参加をしていると答えた
しょうがいしゃの割合

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

％

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 3,469

千円

0 0 0

0

0

0

0

49
0

0
49

1,734 1,735 1,778

0

0

0
0

0 1

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,734 1,735 1,778

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

就労することによって、しょうがいしゃが自立して日常生活を送れるようにすることは、障害者自立支援法の趣旨
でもあり、当市では『しょうがいしゃがあたりまえに暮らすまち』宣言も行っている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

喫茶コーナーの広さに制限があり、また社会福祉協議会の常勤嘱託員が１名でコーディネートしているため、
しょうがいしゃの受入人数、時間等には制限があるが、その制限が解消されれば向上の余地はあると考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

補助している事業経費は、常勤嘱託員人件費と実習生保険料である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

平成２３年度より、しょうがいしゃ支援課で「しょうがいしゃ就労自立支援事
業」が行われるようになったが、本事業は依然として福祉総務課で行って
おり、有効性に見直しの余地がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

受入れに限界があり、すべてのしょうがいしゃを受け入れることは難しい状況である。
なお、就労支援については受益者負担はなじまない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

補助金査定及び補助金交付手続きのみの事務作業である。

平成２３年度より、しょうがいしゃ支援課で「しょうがいしゃ就労自立支援事業」が行われている。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

「しょうがいしゃ就労自立支援事業」を主管している「しょうがいしゃ支援課」へ本事業を統合することに関しては、本事務事業の事務量を考えれば差ほど
支障ないと思われ、それに比して、一体的なしょうがいしゃ就労自立支援による有効性は大きなものと推察する。

しょうがいしゃの自立促進を後退させてしまう。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 4 0 1 1 8 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-88,480 0 -888

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

210,774

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -45,305 -46,568 -84,581 -85,469

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

168,811

850 850

126,155
84,61990,802

0

物に係るコ
スト

0
00 0

217,830

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
170

850 0

1
170

1
170

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

850 850

0

218,680 0 -1,189

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・市内在住の心身障害者（児）に対して、手当てを支給することにより、福祉の増進を図る。都制度手当額月　１５，５００円　市制度手当額　月　１１，５００円　　　心身障害児福祉手当１１，５０
０円
国立市心身障害者福祉手当条例に基づき手当を支給する。「身体障害者手帳」１級・２級の者及び脳性麻痺又は進行性筋萎縮症を有する者については東京都心身障害者福祉手当に関
する条例に基づき東京都より手当て支給の総額に相当する負担金の交付を受ける。
（業務の内容）
・　①収受した手当て申請書類等の書類審査・資格審査等・支給決定・支給事務　②都負担金申請書類作成・申請・調定事務・年一回の現況届発送・回収・資格書類等審査・支給事務
（予算内訳）
・　扶助費　　需用費　　役務費

千円 169,661 172,490 212,813

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

支給対象

支給額

人

0

00 0 0 0

211,624

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

支給対象人数

支給対象人数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
東京都心身障害者福祉手当に関する条例法令根拠
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課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

手当受給者数：　1,398人　支給総額：210,773,500円
内訳：身体障害者（児）手当　受給者数　1,112人　　165,960,000円
　　　　知的障害者（児）手当　受給者数　　296人　　　44,813,500円

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

170

40% 40%

850

210,773,500 217,830,000

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

障害程度等により心身障害者福祉手当（都手当）・（市手当）、２０歳以下のある一定条件の障害児に
心身障害児福祉手当受給対象者になる。

0

（当初予算)

1450

850

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

支給対象人数

千円
0

心身障害者（児）福祉手当支給事業

千円

65,240

平成24年度

人

平成22年度

千円

170

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

106,410 121,161

850

千円

千円

850
人

平成26年度

217,830,000

日常生活や社会生活の中で制約を受ける障害者が手当を受給し豊かな生活を送れ
る。

1,398 1450

206,926,500

1,037 1,052 1,400

1,037

2,083,888,500 211,963,000 210,773,500

1450

平成25年度

1,037 1,052 1,400

平成23年度
（決算）

130,200

0

850

65,230

（決算見込み)（Ｂ）

87,630

目標年度

2,083,888,500 211,963,000

1,398

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-2,077
0

0

40%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

円

人

✔

1,052 1,400 1,398

206,926,500

％ 27%27%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

171,640 211,963

103,571千円

0 0 0

0

0

0

0

4,994
-6,183

0
-1,189

128,232 126,155 130,200

0

0

0

124,356 125,922

0

0 -2,077

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

124,356 125,922 128,232 126,155 130,200

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者の経済上の負担を軽減するために手当を支給することについては経済上、社会生活上制約が多い障害
者にとって貴重な収入源であると考えられるため行政で行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

手帳交付の際、案内をするが申請に基づいての事業のため成果向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

物価上昇・下落が著しい場合。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

決められた手当額の中で支給していることから事業費の削減は図れない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

手当の支給については平成１７年度よりシステムを導入し、以前より事務
も効率化が行われている。また、市内在住者の手帳保持者に対し該当す
る手当を案内し、申請を促すことにより障害者が豊かな社会生活をおくれ
るよう適正に業務が行われている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

申請に基づいて、障害の程度、所得条件にあった者に受給者資格があるので公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

手当の支給については平成１７年度よりシステムを導入し、以前より事務も効率化を図っているため削減の余地
はない。必要最小限の人数で業務を行っている、

東京都が定めた事業も含めているため他に手段がない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

障害者の生活の安定を図ることを目的とした、現実的で実効性のある障害者への支援のため廃止・休止は大
きな影響がある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 1 8 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

国事業のため、廃止・休止はできない。そしてこの事業は日常生活において常時特別の介護を必要とする状態
にある最重度しょうがいしゃについて、その経済的、精神的負担の軽減を図る援護措置として行われている。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

国制度基準を適用して実施し、判定や審査を行っているため公平に扱われている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

国事業のため、統廃合・連携はできない。

コスト
削減 維持 増加

国制度基準を適用して実施している。また、適正な案内や事業運営を
行っている。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

国実施事業でなくなった場合。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

福祉手当の支給に関して事業費の削減は相容れない

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

法により受給資格の認定、手当の支払い等の支給事務は市への委任事務となっている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

福祉手当の支給に関して成果向上は相容れない

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

144

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

28,008 28,228 29,265 29,409 31,143 0

0

0
0

0
28,008 28,228 29,265 29,409 31,143

0

0

0

0

144

0
1,278

0
1,278

千円

0 0

5,600 3,778

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ -271%-269%

✔

132 135 138

37,588,960

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

円

人

-266%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

37,931,370 39,025,390

138

（決算見込み)（Ｂ）

6,448

目標年度平成23年度
（決算）

0

2,000

5,600

132 132 135

37,931,370 39,025,390 39,212,040

145

平成25年度

145

37,588,960

132 132 135

132

平成26年度

41,523,600

日常生活や社会生活の中で制約を受けるしょうがいしゃが手当てを受給し経済的負担
が軽減される。

138

2,000

千円

千円

2,000
人

（決算）（Ａ）

千円

400

時間

千円

人

千円

特別障害者手当等支給事業

千円

5,600

平成24年度

人

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

支給対象人数

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

日常生活において常時の介護を必要とする在宅の重度しょうがいしゃ（じ）でしょうがい程度が国の基
準を満たす者。

0

（当初予算)

145

2,050

1
（目標値)

410

-406% -314%

2,000

39,212,040 41,523,600

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

特別障害者手当等　 39,025,390円　受給者数　138名

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

25年度と同様

（決算）
単位

1

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
特別児童扶養手当等の支給に関する法律法令根拠

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

7,106

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

支給対象人数

支給対象人数

支給額

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

支給対象

支給額

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・市内在住の重度心身しょうがいしゃ（じ）に対して、手当てを支給することにより、福祉の増進を図る。
特別障害者手当　月額　２６，０００円
障害児福祉手当　月額　１４，１４０円
（業務の内容）
・　①収受した手当て申請書類等の書類審査・資格審査等・支給決定・支給事務　②国負担金申請書類作成・申請・調定事務
（予算内訳）・　扶助費　　需用費　　役務費

千円 7,600 7,600 5,778

差額

（決算）

8,498 0 1,328

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

2,000 2,050

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

2,050 0

1
400

1
400 10

50

0

50
0

1
410

6,448

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

2,000 2,050

5,0563,778

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

5,600

その他

延べ業務時間

千円

千円

5,056

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 20,408 20,628 23,487 22,303

その他 千円

22,645 0 -1,184

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 4 0 1 1 8 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

重度のしょうがい者をもつ家族の経済的負担が増大する。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

申請・基準に基づいての事業のため公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

類似する事業がない。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

東京都の基準で定められた助成額を支給している事から事業費の削減は図れない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者総合支援法において市町村で行う地域生活支援事業の中に位置づけれらているため、市で行う事が妥
当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

基準対象であるしょうがい者が推薦する介護人に対し支給しているため、向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-865

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 5,589 4,724 6,232 0

0

0
0

5,589 4,724 6,232

0

0

0

0

0

0

-866
0

0
-866

千円

0 0

0 5,590

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

6 5

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

世帯

日

日

14%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-865
0

0

720

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

6,232

0

0

852

852 720

5

平成25年度

56

平成26年度

720

重度のしゃがい者をもつ家族の経済的負担の軽減が図られる。

5

5,590

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

重度脳性麻痺者介護人報償助成事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

単独で屋外活動をする事が困難な身体障害者手帳1級を所持する市内に居住する20歳以上の重度
の脳性麻痺者が、介護人として推薦をする家族（親、子、兄弟、姉妹又は配偶者）。

0

（当初予算)

720

1,000

1
（目標値)

200

15% 17%

1,000

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

派遣世帯数　5世帯　　派遣日数　720日

しょうがい者（児）が、自ら生き方を選択している。

25年度と同じ

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市重度脳性麻痺者介護事業運営要綱法令根拠

52

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

5,724

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

重度脳性麻痺者世帯

派遣日数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

派遣世帯数

派遣日数

世帯

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・重度の脳性麻痺者の生活圏の拡大及び福祉の増進を図るため、身体障害者手帳1級を所持する重度の脳性麻痺者が介護人として推薦をする家族（親、子、兄弟、姉妹又は配偶者）に対
し、１日を１回として１か月12回までの範囲で介護券を交付し、請求のあった介護券に対し、１回6,560円を支給する。

（業務の内容）
①収受した申請書等の書類審査・交付決定・交付事務。　②介護人から毎月提出される介護券を審査・支給事務。　③都補助金申請書作成・申請・調定事務。

（予算内訳）
・報償費

千円 0 0 6,590

差額

（決算）

7,232 0 -866

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

1,000 1,000

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,000 0

1
200 0

0

0

0
0

1
200

6,232

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 1,000

4,724

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

4,724

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,001 -1,000

その他 千円

-1,000 0 1

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 1 9 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-44 0 11

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -70 -65 -55 -44

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

485 485

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
97

485 0

1
97

1
97

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

485 485

0

485 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
東京都の区域内に住所を有する者であって、心身に、東京都重度心身障害者手当条例別表に定める程度の障害者に対し、東京都より月額６０，０００円を支給する。
（業務の内容）
・　①収受した手当て申請書類等を都へ進達。　②国負担金申請書類作成・申請・調停事務
（予算内訳）・　扶助費　　需用費　　役務費

千円 485 485 485

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

支給対象 人

0

00 0 0 0

485

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

支給対象人数

支給対象人数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲等を定める規則 法令根拠

7

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

重度心身障害者手当受給者数　 83人

重度心身障害者手当を受給されることによって、家族やしょうがいしゃの経済的負担が軽減される。

25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

97

11% 9%

485

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内の重度心身障害者

0

（当初予算)

87

485

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

支給対象人数

千円
0

重度心身障害者手当支給事業

千円

平成24年度

人

平成22年度

千円

97

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

485

千円

千円

485
人

平成26年度

身近な場所で重度心身障害者手当申請ができる。
重度心身障害者手当を受給し経済的負担が軽減される。

83 8779 81 83

79 87

平成25年度

79 81 83

平成23年度
（決算）

0

485

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

83

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

11
0

0

9%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

円

人

✔

81 83 83

％ 13%14%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

430 441 441

0

0

0

415 420

0

0 11

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

415 420 430 441 441

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国のしょうがいしゃ手当に準拠し、異動届の受理・所得届の受理等については市が受理し東京都へ進達するよ
う都の規則で定められている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

福祉手当の支給に関して成果向上は相容れない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

東京都実施事業でなくなった場合。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

東京都実施事業のため事業費削減の余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

東京都実施事業のため、事業費・類似事業の統合の可能性はない。ま
た、適正な案内を行い、都に進達を行っている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

申請に基づき,医師が実際に判定を行い基準をクリアした者に受給資格があるため公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

東京都実施事業のため。

×

東京都実施事業のため,ひきつづき行っていく。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

東京都実施事業のため、廃止・休止はできない。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 4 0 1 1 9 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-6,898 0 -1,278

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

5,056

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -6,050 -6,050 -4,228 -5,506

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

5,600

450 450

5,0563,778
0

物に係るコ
スト

0
00 0

6,448

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
90

450 0

1
90

1
90

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

450 450

0

6,898 0 1,278

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の概要）
昭和53年頃知的しょうがいしゃを抱える親の高齢化に伴い｢親亡き後」の居場所としてしょうがいしゃが住みなれた地域で安心して暮らせるため、｢グループホーム事業」ができ、グループ
ホームの補助事業として始まった。平成12年より低所得のしょうがいしゃも入所ができるよう、グループホームへの補助から、入所者への家賃補助へ形が変わった。
・就労若しくは通所授産施設等を利用している知的しょうがいしゃの自立生活を助長するために、知的障害者生活寮(グループホーム・ケアホーム）へ入居中の者に対して家賃の一部を補
助する事業である。
（業務の内容）
・収受した支給申請書等の書類審査・交付決定・交付事務
（予算内訳）　扶助費

千円 6,050 6,050 4,228

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

支給対象

支給額

人

0

00 0 0 0

5,506

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

支給対象人数

支給対象人数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市知的障害者生活寮入所者援護事業実施要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①申請受付　②申請関係書類審査・交付決定・交付事務
支給決定人数：33名　支給額：5,056,000円

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

90

100% 100%

450

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

知的障害者生活寮に入所している月の所得額が９７，０００円未満の利用者

0

（当初予算)

43

450

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

支給対象人数

千円
0

知的障害者生活寮入所者利用料助成事業

千円

5,600

平成24年度

人

平成22年度

千円

90

時間

千円

人

千円

22 23 26

（決算）（Ａ）

450

千円

千円

450
人

平成26年度

6648000

家賃の一部を助成し、入所者の負担が軽減される

33

33

43

5600200

22 23 26

22

5600000 3778000 5056000

43

43

平成25年度

22 23 26

平成23年度
（決算）

0

450

5,600

（決算見込み)（Ｂ）

6,448

目標年度

33

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

円

人

✔

23 26 33

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

5,600 3,778

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
1,278

0
1,278

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

事業者の円滑な運営が困難な中、利用者の利用料の助成は、行政が行うべきと考える。
また、利用者にとって一番身近な市が行うことが妥当と考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

自立の支援のため、所得要件を引き下げ対象を拡充することで向上の余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費を削減することは、自立の妨げになるため、削減できない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

申請に基づき、適切に事業を行っている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

対象者は全員助成を受けられる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

家賃の一部を助成する事業なので、統廃合できるような事業は見当たらない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

対象のしょうがいしゃの生活に大きく影響を及ぼし、利用したいサービスを我慢することにつながり、自立を妨
げる。よって影響があると考える。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 1 0 1 0 4 0 1 1 9 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,915 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -1,915 -1,915 -1,915 -1,915

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

250 250
1,665

1,665

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 1,665 1,665 1,665

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
50

250 0

1
50

1
50

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

250 250

0

1,915 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
作業所に通所するしょうがい者の工賃をアップさせ、もって福祉の向上を図るため事業が開始された。平成15年度は３か所の作業所等で実施していたが、平成16年度より５か所に増えた。
（事業の内容）
①市内の知的しょうがい者の作業所及び精神しょうがい者の共同作業所に通所しているしょうがい者に対して工賃を支給することにより、就労意欲を持たせ福祉の向上を図ることを目的とす
る事業である。
②滝乃川学園に入所している知的しょうがい者の社会参加を積極的に推進し、働く場を提供し、もって福祉の向上を図ることを目的とする事業である。
①及び②とも月２回から４回、市内の公園と歩道を清掃。一回１０名程度が参加
（業務の内容）
委託契約・委託料支払い事務

千円 1,915 1,915 1,915

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

延べ日数

延べ作業人数

日

0

00 0 0 0

1,665

1,915

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

作業所通所者数

施設入所者数(滝乃川学園)

継続して作業所に通所した人数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

心身障害者共同福祉作業所「天成舎」さくら通り歩道・知的障害者通所更生施設「あさがお」さくら通り・心身障害者共同福祉作業所「カタバミ作業所」さくら通り・精神障害者共同福祉作業
所「棕櫚亭Ⅰ」谷保第４公園・知的障害者更生施設「滝乃川学園」矢川上公園の清掃作業

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

50

100% 100%

250

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内知的障害者・精神障害者作業所通所者、市内知的障害者通所更生施設通所者、市内入所更
生施設入所者

0

（当初予算)

250

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

しょうがいしゃ就業率

千円
0

障害者等道路清掃事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

1,665

50

時間

千円

人

千円

1,665
1,665

（決算）（Ａ）

250

千円

千円

250
人

平成26年度

就労の意欲がわき、継続して作業所に通所することができる。

317

2180

327 330 299

1900 1911 1874

1,665

平成25年度平成23年度
（決算）

0

250

1,665
1,655 1,665

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

自分の能力及び適性に応じて社会参加
をしていると答えたしょうがいしゃの割合

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

人

✔

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

1,665 1,665 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

しょうがいしゃの方がこの事業を行うことにより、働くことの意欲・忍耐・努力等を得、就労の第一歩となる。
作業所は市内の社会福祉法人やＮＰＯ法人が運営しており、市民が通所しているので市が行う事業である。
また、公共用地である公園と歩道の清掃作業を委託するので市が行う事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

愛の手帳の程度は、１～４度まである。１・２度の重度しょうがいしゃは、一人では、道路清掃は非常に困難であ
るし介助者を就けなければ事故等の危険も多い。通常の日中活動の一環とし行っているので、道路清掃事業の
時間を増やすことは不可能。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

愛の手帳の程度は、１～４度まである。１・２度の重度しょうがいしゃは、一人で道路清掃を行うことは非常に困難
である。また、介助者を就けなければ事故等の危険も多い。よって削減はできない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

しょうがいしゃの意欲向上と環境の美化につながる事業である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

作業所に通所しているしょうがいしゃを対象とし、社会参加と就労の促進につながっているので、公正・公平であ
る。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

しょうがいしゃの就労意欲向上と公共用地である公園と歩道の環境美化につながる事業なので、ほかに良い方
法は見当たらない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

しょうがいしゃの働くことの意欲・忍耐・努力等を得る機会を失うことにつながるので、影響は大きい。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 0 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-646 0 -22

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -250 -231 -287 -309

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

40 40
210

123

22

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 210 191 247

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
8

40 0

1
8

1
8

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

40 40

0

646 0 22

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成３年より開始されたものが、平成１８年１０月より「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」の地域生活支援事業として実施している。
（事業の内容）
ひとり暮らし等の重度身体障害者（身体障害者福祉法施行規則に定める１級の者）及び難病患者を対象とする。事業を利用する対象者が家庭内で急病など緊急事態に陥ったとき、通報機
器を用いて東京消防庁に通報をし、利用者各自が選定した協力員の支援を得て救援を行う。
（業務の内容）
協力員のボランティア保険料支払い、通報機器の取付け・取外し、保守点検、バッテリー交換、専用コンセント設置、　通報機器のリース

千円 250 231 287

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

緊急通報システム事業利用者数

事業の協力員数

人

0

00 0 0 0

606

309

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

身体障害者数

難病患者数

システム利用による救急搬送の件数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市重度身体障害者等緊急通報システム事業運営要綱法令根拠

平成3

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

機器の取外し、保守点検、機器のリース件数、協力員のボランティア保険加入

緊急事態に陥った重度身体障害者の方が速やかに救助されることで、在宅生活が確保される。

平成25年度と同様。ただし、これまでの東京消防庁直結方式に加え、民間受信センター方式の緊急通報システムを併用する予定である。（今後は、東京消防庁方式で新規設置が行えない
ため）

（決算）
単位

1 1
（目標値)

8

100% 100%

40

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

１８歳以上のひとり暮らし等の身体障害者（身体障害者福祉法施行規則に定める１級の者）
１８歳以上のひとり暮らし等の難病患者（東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関する規則に
定める助成対象者）　等

0

（当初予算)

40

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

地域生活をしているしょうがい者の割合

千円
0

重度身体障害者等緊急通報システム事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

142

8

時間

千円

人

千円

247
102

（決算）（Ａ）

40

千円

千円

40
人

平成26年度

6

家庭内で病気などの緊急事態に陥ったとき通報機器を用いて東京消防庁及び民間受
信センターに通報することにより、地域協力体制による速やかな援助を受けて、救援を
してもらえる。

6 6

14

11 8 7

8 9 9

269

平成25年度

2 1 1

平成23年度
（決算）

0

40

191
126 463

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0

21
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

22

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

件

✔

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

269 606 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

現状では事業利用者が少ないため、民間ビジネスの関与は望めない。
また、しょうがいしゃの自立の支援は市の施策であるため、市で行うべきである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

条件が合えば対象者となり、緊急事態になったときには利用者は事業を利用できるため、向上余地は無い。
協力員が少なく、また得にくくもなっているため、今後は民間通報システムへ移行していく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

機器の設置とその維持に係る最小限の費用であるため、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

協力員の確保が難しくなってきているので、民間通報システムへの移行を
徐々に進めていく。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

人件費はほとんどかかっていない。

高齢者緊急通報システムがあるが、東京都の実施規定がそれぞれ違うため統廃合はできない。また、機器の個
別設置なので、事業を統廃合してもその効果はほとんどない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

緊急事態での、安全の確保が出来なくなるため、影響がある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 0 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-7,616 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -7,186 -7,186

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 150

15,036

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 15,036

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
30

150 0

1
30

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

150 150

0

15,616 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・市内在住の身体障害者手帳・愛の手帳を所持している重度の心身しょうがい者（児）の積極的な社会参加を促進するための事業である。
　運行範囲は、国立市、立川市、国分寺市、日野市、府中市を対象とし、通院を優先とし相乗り予約制による運行。一回３００円の利用料がかかる。
　市内タクシー会社に委託して実施。

（業務の内容）
①収受した申請書等の書類審査・利用決定。　②委託業者から毎月提出される実績報告を審査・委託料の支払い。　③リフトカー利用に関する苦情処理。

（予算内訳）
・委託料

千円 0 0 15,186

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用件数

利用距離

件

0

00 0 0 0

15,466

15,186

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市心身障害児（者）用自動車運行実施要綱法令根拠

14

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

利用件数　2,896件　　利用距離　23,314㎞

しょうがい者（児）が、自ら生き方を選択している。

25年度と同じ

（決算）
単位

1
（目標値)

30

47% 47%

150

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

障害者総合支援法に基づき車いすに関する補装具の交付を受けている者、または介護保険法に基
づき車いすの貸与を受けている者で車いす等を日常使用使用しなければ移動する事が困難なしょう
がい者（児）。

0

（当初予算)

150

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

リフトカー運行事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

15,036
15,036

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

22,000

病院への通院をはじめとして施設への通所等社会参加ができる。

2,896 2,7502,603

20,625 23,314

15,036

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

15,466

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

49%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

㎞

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

15,036 15,466 0

0

0

0

0

0
0

0
0

8,000 8,000 8,000

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 8,000 8,000 8,000

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

公共交通機関が整備され、しょうがい者（児）が外出しやすくなってきているが、リフトカー事業のように、きめ細
かいサービス（自宅から目的地まで）は実施されていない。市として、しょうがい者（児）の社会参加の促進を図る
ことは、障害者総合支援法のなかでも強くうたわれている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

この事業によってしょうがい者（児）の社会参加（通院・施設通所等）が充分に図られている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現在、リフトカーを所有している事業者に委託しているが、他に協力してくれる事業者がないため、削減の余地
はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

利用料として、利用１回につき３００円を徴収しているので、不公平ではないと考えられる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

業務時間として最低限の時間であり、削減できない。

類似する事業がない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

通院が困難となるしょうがい者（児）がでてくる。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 0 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

重度のしょうがい者（児）の社会参加の機会が損なわれる。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

補助金を出してはいるが、利用にあたってリフト付きタクシー利用者から、通常のタクシー料金と同じ料金を取っ
ているので、公平・公正が保たれている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

業務時間として最低限の時間であり、削減できない。

類似する事業がない。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業者にとって、経費（人件費等）として年間約13，000千円かかり、収入は運行収入が約5，000千円と補助金
6，000千円で合計約11，000千円であり、約2，000千円の赤字となっている。本業のタクシー収入から補填をし
ている状態であるため、これ以上の削減は難しい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

しょうがい者（児）・高齢者の社会参加を促進することは、行政の責務。障害者総合支援法においても、市が地
域のしょうがい者（児）の事情を考慮し、社会参加を促進するよううたわれている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市として、都の補助金（300万円）に加算して年間600万円の補助金を出している。市としても現在の補助金で充
分と考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

112

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 2,888 3,000 3,000 0

0

0
0

2,888 3,000 3,000

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 6,000

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

1 1

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

社

日

51%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

112
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

6,000

0

0

365 365

1

平成25年度

1,9501,968

平成26年度

365

リフトカーの運行が適切に行われる。
リフトカー利用者は病院への通院をはじめとして施設への通所等社会参加が出来る。

1,939

6,000

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

リフト付乗用自動車運行支援事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

運行事業者。

0

（当初予算)

150

1
（目標値)

30

53% 51%

150

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

銀星交通有限会社に対して運行事業費の一部として6,000千円の補助金を支出。

しょうがい者（児）が、自ら生き方を選択している。

25年度と同じ

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市補助金交付規程法令根拠

4

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

6,150

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

運行事業者

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用件数

利用日数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・車いす使用者等の社会参加の促進を図るため、都の補助金補助要綱に基づき市内の運行事業者に補助をし、事業の円滑な執行を図る事を目的とする事業である。
　補助金額6,000千円（市3,000千円・都3,000千円）。

（業務の内容）
①収受した補助金交付申請書等の書類審査・交付決定・交付事務。　②都補助金申請書作成・申請・調定事務。

（予算内訳）
・負担金補助及び交付金。

千円 0 0 6,150

差額

（決算）

6,150 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

150 150

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

150 0

1
30 0

0

0

0
0

1
30

6,000

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 150

6,000

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

6,000

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,262 -3,150

その他 千円

-3,150 0 112

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 0 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-659 0 -330

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

463

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -33 -484 -163 -493

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

28

5 30

463158
0

物に係るコ
スト

0
00 0

629

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

5

25

0

25
0

2
6

30 0

1
3

1
1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

5 30

0

659 0 330

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
①身心しょうがいしゃが自動車運転免許を取得する際に要する費用の一部を助成することにより心身しょうがいしゃの日常生活の利便及び生活圏拡大を図り、もって、福祉の増進に寄与す
る事業である。　限度額164,800円で、昭和52年から実施している。
②重度身体障害者が就労、通学等に使用するため自動車を取得した場合、その自動車の改造に要する経費を助成することにより、重度身体障害者の社会復帰の促進を図り、福祉の増進
に寄与する事業である。　限度額133,900円で、昭和52年から実施している。
（業務の内容）
収受した支給申請書等の書類審査・交付決定・交付事務　②都補助金申請書類作成・申請・調停事務
（予算内訳）
扶助費

千円 33 484 163

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

助成申請受付数 件

0

00 0 0 0

493

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計 国立市身体障害者自動車運転教習助成事業運営要綱
国立市身体障害者用自動車改造費補助事業実施要綱

法令根拠

昭和52

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

運転免許取得費用の助成が２件、自動車改造費用の助成が１件。

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成26年度も申請に基づき、費用助成を行う。

（決算）
単位

1 2
（目標値)

6

100% 100%

5

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

各要綱に規程するしょうがいしゃを対象とする。

0

（当初予算)

30

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

身体障害者自動車運転支援事業

千円

28

平成24年度平成22年度

千円

1

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

15

千円

千円

5
人

平成26年度

経費を助成することにより、しょうがいしゃの日常生活の利便及び生活圏拡大が図られ
る。また、就労、就学等の社会参加・社会復帰が可能になる。

3 41 3 1

平成25年度平成23年度
（決算）

0

15

469

（決算見込み)（Ｂ）

629

目標年度

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

469 158

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
305

0
305

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

当事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律によって市町村が行う事業として
法定化された、地域生活支援事業に該当する。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

申請者に対し適格な審査を行い、対象者には助成をしているため、向上の余地は無い。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

運転免許の取得費や自動車改造費は助成限度額を上回ることがほとんどであるため、助成額の引き下げは困
難である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

申請に基づき、適切に事業を行っている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

自動車改造費は平均２０万円程度かかっている。また、自動車運転免許取得費も20万円を超えている。市の助
成費の上限は改造費133,900円、自動車運転免許取得費164,80０円で費用の1/3は自己負担とするため、受益
者負担は妥当と考える。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限の業務時間で行っており、削減余地はない。

対象者に対する費用助成であるため、他の事業との統廃合等はできない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

しょうがいしゃの社会参加や福祉の増進に影響が出る。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 1 0 3 0 7 0 1 2 0 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,068 0 33

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

645

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -1,080 -1,120 -1,038 -1,005

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

720

360 360

645678
0

物に係るコ
スト

0
00 0

708

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
72

360 0

1
72

1
72

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

360 360

0

1,068 0 -33

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
在宅の聴覚障害者の居る世帯に電話ファックス、フラッシュベルの設置及び維持に要する経費の助成することにより、聴覚障害者のコミユニケーシヨン及び緊急連絡の手段の確保を図り、
福祉の増進に寄与する事業である。
（予算内訳）　　扶助費

千円 1,080 1,120 1,038

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

助成設置世帯数

助成費

世帯

0

00 0 0 0

1,005

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

助成設置世帯数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

昭和58

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

受給者に対して毎月の支払い事務

聴覚障害者の福祉の増進と世帯の経済的負担の軽減

平成25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

72

100% 100%

360

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

聴覚障害者の居る世帯

0

（当初予算)

20

360

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

聴覚障害者電話ファクシミリ等助成事業

千円

720

平成24年度平成22年度

千円

72

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

360

千円

千円

360
人

平成26年度

708

聴覚障害者のコミュニケーションや連絡手段の確保を図る

21 20

720

23 26 22

762 678 645

平成25年度

23 26 22

平成23年度
（決算）

0

360

760

（決算見込み)（Ｂ）

708

目標年度

21

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

千円

世帯

✔

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

760 678

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
-33

0
-33

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

しょうがいしゃがあたりまえにくらせるように、一番身近な行政が聴覚障害者を把握するためにも行うべき事業で
ある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

必要最小限のコミュニケーション及び連絡手段の確保を図る助成事業なので、これ以上の成果の向上は期待
できない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

助成金を支出する事業なので削減余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

申請者を基準に照らし助成資格者とするため公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費で事務を実施している。

設置や維持に要する費用の助成であるため、他の事業との統廃合等はできない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

一部の携帯メールの使えない聴覚障害者のコミュニケーションや緊急連絡の手段が危ぶまれる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 0 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-2,654 0 -87

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -2,151 -2,103 -2,510 -2,597

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

155 155
1,996

2,442

87

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 1,996 1,948 2,355

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
31

155 0

1
31

1
31

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

155 155

0

2,654 0 87

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
①手話通訳者、要約筆記者派遣事業
②手話通訳者設置事業
③手話通訳者登録試験事業
（業務の内容）
①手話通訳者、要約筆記者の派遣を東京手話通訳派遣センターに委託
②しょうがいしゃ支援課に月曜日の午前９時から正午　金曜日の午後２時から午後５時に手話通訳者を待機
庁内の窓口業務に手話通訳を行う。
③国立市の登録手話通訳者の選考試験を国立市聴覚障害者協会に委託
（予算内訳）　委託料

千円 2,151 2,103 2,510

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

派遣件数

設置回数

件

0

00 0 0 0

2,499

2,597

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

聴覚障害者

派遣件数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

平成7

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

手話通訳者の派遣と設置、手話通訳者登録試験の実施

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

31

100% 100%

155

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内に居住する身体障害者手帳を所持する聴覚障害者等で、手話によらなければ健聴者との意思
疎通が困難な者。

0

（当初予算)

155

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

コミュニケーション支援事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

1,996

31

時間

千円

人

千円

2,355
2,355

（決算）（Ａ）

155

千円

千円

155
人

平成26年度

聴覚障害者の必要に応じた手話通訳者の派遣　健聴者と円滑かつ確実にコミュニ
ケーションがとれる。

200160

115 121

2,442

平成25年度

160

平成23年度
（決算）

0

155

1,948
1,948 2,499

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

200

87
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

87

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

日

件

✔

189 181

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

2,442 2,499 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域生活支援事業は、市町村が行
う事業に位置付けられている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

主に資格保有者を派遣・設置する事業を委託して実施するため、成果を向上させる余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

専門資格保有者の派遣・設置を団体等に委託して実施しているため、事業費の削減余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法に基づく地域生活支援事業である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費で実施している。

類似する事業は見当たらない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

聴覚障害者及び言語障害者が健聴者との意思疎通が円滑にできなくなり聴覚障害者の福祉の増進を損なう。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 1 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-390 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

266

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -375 -390 -390 -390

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

266

375 390

266

0

物に係るコ
スト

0
00 0

267

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
78

390 0

1
78

1
78

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

390 390

0

657 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
都が謝礼費を全額負担するもので、身体障害者の地域活動の推進、知的障害者の家庭における養育、生活などに関する相談を障害者に対する理解のある専門的な方に委嘱している事
業である。
（業務の内容）
委嘱状の交付・支払い事務　都委託金請求事務
（予算内訳）　謝礼

千円 641 676 656

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

相談件数 件

0

00 0 0 0

656

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

相談件数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計 知的障害者福祉法・知的障害者相談員設置要綱
身体障害者福祉法・身体障害者相談員設置要綱

法令根拠

平成14

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

知的障害者相談員　３名
身体障害者相談員　4名

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

78

59% 59%

390

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

身体・知的障害者

0

（当初予算)

390

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

身体障害者相談員設置事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

75

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

286 266

390

千円

千円

375
人

平成26年度

しょうがいしゃが必要の応じて相談員と更生援護に関する相談や必要な指導を受ける
こと。身体・知的障害者に対する国民の認識と理解を深めるための活動をする。

89 115

平成25年度

89 115

平成23年度
（決算）

267

0

390

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

59%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

✔

％ 58%59%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

286 266

266千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

266 266 267

0

0

0

266 286

0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

266 286 266 266 267

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

事業の実施は、法により都道府県が行う事業として位置付けられており、事務委託されている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

都の事業のため向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

都の事業なので削減余地なし。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

都事業のため、市で変更は出来ない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

都の事業のため統廃合・連携の可能性はない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

身近な場所での相談が出来なくなる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 1 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-16,914 0 -2,800

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -13,665 -13,614 -13,614 -16,414

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

1,165 1,114
12,500

15,300

2,800

物に係るコ
スト

0
0204 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 12,500 12,500 12,500

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
182

1,114 0

136

1
182

1
182

嘱託職員人件費計（Ｅ） 204

1
時間 136

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 1

910 910

136

0
11

16,914 0 2,800

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
在宅の心身しょうがいしゃ（じ）の援護の一環として、保護者又は家族の疾病等により家庭での介護が困難となつた場合に、市役所へ施設利用の予約を取り、心身しょうがいしゃ（じ）を施設
に緊急入所をさせる。①市内の施設に委託して実施…滝乃川学園　②定員…１日2名定員。④保護期間…原則７日間まで。⑤利用者負担額…税額等による階層区分別に決定する。
（業務の内容）
①新規入所登録事務、登録決定事務②入所予約受付事務（緊急性の高い人が利用）③入所決定審査事務、決定通知発送事務④自己負担金徴収委託料支払い事務（３ヶ月に一回）
（予算内訳）　委託料

千円 13,665 13,614 13,614

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用世帯数

利用延日数

世帯

204

00 0 0 0

15,800

16,414

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

利用世帯数

利用日数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市心身障害者（児）緊急入所事業実施要綱法令根拠

昭和62

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①新規入所登録事務、登録決定事務　　②入所予約受付事務（平成１９年１０月より滝乃川へ委託）  ③入所決定審査事務、決定通知発送事務  ④自己負担金徴収委託料支払い事務（３
か月に一回）

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

182

100% 100%

1,114

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　①身体障害者手帳１級・２級・３級所持者
　②愛の手帳所有者
　③保護者又はその家族

0

（当初予算)

1

910

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

地域生活をしているしょうがい者の割合

千円

143
215

心身障害者（児）緊急入所措置事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

12,500

190

時間

千円

人

千円

12,500
12,500

（決算）（Ａ）

1,114

千円

千円

950
人

136

平成26年度

しょうがいしゃ（じ）を抱えている保護者及び介護者において「緊急性あるいは有益性又
は有用性」の認められる諸事情がある家庭で介護が困難となった時保護者及び家族
がしょうがいしゃを施設に預けることにより負担が軽減される。

21

713

20 21 21

20

601 596 510

15,300

平成25年度平成23年度
（決算）

204

910

12,500
12,500 15,800

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

2,800
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

2,800

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

世帯

日

日

✔

21 21 21

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

15,300 15,800 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

同様な事業として東京都の障害者（児）短期入所事業（ショートステイサービス）が実施されているが、東京都の
事業では緊急的な利用に対応できないため、市が行う必要がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

平成19年度に、定員を２名から３名に増加したことで、ほぼ利用希望が通るようになった。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最低限の事業費であり、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

対象者を身体障害者（1～3級）、愛の手帳所持者と広くしているため、利用しやすい状況となっている。費用負
担も応能負担であり、利用回数も制限を設けているため、公平に利用できるようになっている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

嘱託職員を採用しているため、必要最小限の経費である。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律におけるしょうがいしゃ短期入所事業はある
が、利用するには認定審査会などを経ないと利用できないため、緊急的な対応には適応できない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市内には緊急入所施設がないため、この事業を廃止・休止することの影響はある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 1 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-3,911 0 -127

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -1,811 -3,155 -2,517 -2,644

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

35 35
1,776

2,609

127

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 1,776 3,120 2,482

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
7

35 0

1
7

1
7

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

35 35

0

3,911 0 127

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
在宅で入浴困難な重度心身しょうがいしゃ（児）に対して巡回入浴サービス車を派遣することにより家族及びしょうがいしゃの福祉の増進を図ることを目的とする事業である。月2回から４回派
遣　一回当り８，５００円の委託料
（業務の内容）
新規申請関係書類審査、派遣決定、決定通知書送付、自己負担徴収②委託契約・委託料支払い事務（毎月）
（予算内訳）　　委託料

千円 1,811 3,155 2,517

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

対象者世帯数

派遣回数

世帯

0

00 0 0 0

3,876

2,644

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

利用者数

派遣回数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市在宅重度心身障害者(児)入浴サービス事業実施要綱法令根拠

昭和61

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

民間業者と委託契約を締結し、入浴サービスを行った。　11世帯が利用し、入浴１回当たり単価8,500円を委託先に支払。

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

7

100% 100%

35

307 408

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

身体障害者手帳１級、愛の手帳１度のしょうがいしゃ（児）

0

（当初予算)

9

35

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

在宅重度心身障害者入浴サービス事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

1,776

7

時間

千円

人

千円

2,482
2,482

（決算）（Ａ）

35

千円

千円

35
人

平成26年度

408

単身で入浴できない・家族が高齢で入浴させることができない対象者が、自宅で入浴
が出来る。

11 9

209

8 8 8

264 292 307

2,609

平成25年度

8 8 8

平成23年度
（決算）

0

35

3,120
3,120 3,876

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

264 292

11

127
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

127

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

回

人

回

✔

209

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

2,609 3,876 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国立市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の規定に基づく事業で、市
が行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

入浴に関わる専用入浴槽等の機械・自動車が必要となる。また、入浴により体調の変化が生じるので医学の知
識のあるスタッフがかかせない。よって専門業者に委託しなければならない事業のため、これ以上の成果の向
上余地は望めない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

専門業者数が限られるため、現在のところ削減の余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

所得に応じて利用料を決定している。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

ほかに統廃合できるような類似事業はない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

入浴の機会がなくなるのは、快適で健康的で清潔な生活が送れなくなる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 1 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-6,523 0 2,143

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

17,329

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -7,104 -4,961

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 560

17,32925,054
0

物に係るコ
スト

0
00 0

22,959

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

4
112

560 0

4
112

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

560 560

0

23,519 0 -7,725

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・しょうがい者（児）の補装具の購入又は修理に要した費用を基準に基づき支給。また、当該購入（修理）に係る自己負担金を1/2助成する。

（業務の内容）
①収受した支給申請書等の書類審査・交付決定・交付事務。　②国・都補助金申請書作成・申請・調定事務。

（予算内訳）
・扶助費

千円 0 0 25,614

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

交付助成件数

修理助成件数

件

0

00 0 0 0

17,889

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

交付助成件数

修理助成件数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者総合支援法、国立市障害者（児）補装具・日常生活用具・住宅設備改善自己負担金助成事業実施要綱法令根拠

56

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

補装具購入助成件数　 86件
補装具修理助成件数　 77件

しょうがい者（児）が、自ら生き方を選択している。

25年度と同じ

（決算）
単位

4
（目標値)

112

28% 28%

560

77 90

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

補装具の購入又は修理を必要と認められるしょうがい者（児）

0

（当初予算)

100

560

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

身体しょうがい者補装具交付自己負担金助成事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

90

しょうがい者（児）が補装具を購入（修理）する際の経済的負担の軽減が図られ、補装
具の取得及び利用を容易にする事ができる。

86 100102

98 77

平成25年度

102

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

22,959

目標年度

98

86

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-1,861
0

0

28%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

件

件

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 25,054

千円

0 0 0

0

0

0

-3,721

0
-7,725

0
-7,725

6,170 4,309 5,665

0
12,340 8,619 11,331

0

0
0

0 -5,582

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 18,510 12,928 16,996

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者総合支援法第７６条に基づく市町村における補装具費の支給のため、市で行うのが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

基準対象であるしょうがい者（児）に支給をしているため、向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

基準に基づき支給をしているため削減余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

受益者負担において、障害者総合支援法により原則１割自己負担となったため公平であると考える。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

類似する事業がない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

補装具は、しょうがい者（児）の身体の欠損または損なわれた身体機能を補完、代替するものなので、事業廃
止はできない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 1 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

 他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

しょうがい者（児）の自立支援のためには必要な事業である。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

受益者負担において、障害者総合支援法により原則１割自己負担となったため公平であると考える。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

類似する事業がない。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

基準に基づき支給をしているため削減余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

しょうがい者（児）の日常生活の利便性を向上させることにより、しょうがい者（児）が安心して地域で自立した生
活を送ることができるためにも、行政が行う必要がある。
　日常生活用具の給付は障害者総合支援法において市町村で行う地域生活支援事業の中に位置づけられて
いるため、助成を市で行うことが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

基準対象であるしょうがい者（児）に給付をしているため、向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

86

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 8,220 8,306 9,222 0

0

0
0

3,511 3,548 3,939

0
4,709 4,758 5,283

0

0

0

0

49

0
164

0
164

千円

0 0

0 14,924

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

47%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

37
0

0

286

（決算見込み)（Ｂ）

16,813

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

302

平成25年度

300302

平成26年度

しょうがい者（児）が日常生活用具を購入する際の経済的負担の軽減が図られ、日常
生活用具の取得及び利用を容易にする事ができる。

286

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

重度心身しょうがい者（児）日常生活用具給付自己
負担金助成事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

日常生活を営むのに支障があるしょうがい者（児）

0

（当初予算)

300

560

4
（目標値)

112

47% 47%

560

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

日常生活用具の給付及び自己負担金助成件数　286件

しょうがい者（児）が、自ら生き方を選択している。

25年度と同じ

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市障害者（児）日常生活用具費・住宅設備改善費給付事業実施要綱、国立市障害者（児）補装具・日常生活用具・住宅設備改善自己負担金助成事業実施要綱法令根拠
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しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

15,648

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

日常生活用具給付・自己負担金助成件
数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

日常生活用具給付・自己負担金助成件
数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・しょうがい者（児）の日常生活用具の購入に係る費用を基準に基づき給付。また、当該購入に係る自己負担金を1/2助成する。

（業務の内容）
①収受した支給申請書等の書類審査・交付決定・交付事務。　②国・都補助金申請書類作成・申請・調定事務。

（予算内訳）
・扶助費

千円 0 0 15,484

差額

（決算）

17,373 0 164

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

560 560

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

560 0

4
112 0

0

0

0
0

4
112

16,813

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 560

15,08814,924

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

15,088

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -7,264 -7,342

その他 千円

-8,151 0 -78

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 2 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,478 0 -270

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

5,475

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -888 -1,158

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 38

5,4754,193
0

物に係るコ
スト

0
03 0

7,000

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

3
7

38 0

2

3
7

嘱託職員人件費計（Ｅ） 3
時間 2

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

35 35

2

0
11

7,038 0 1,282

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・身体しょうがい者（児）の住宅設備改善を行うための費用を基準に基づき給付。また、当該改善費用に係る自己負担金を1/2助成する。

（業務の内容）
①収受した支給申請書等の書類審査・交付決定・交付事務。　②国・都補助金申請書類作成・申請・調定事務。

（予算内訳）
・扶助費

千円 0 0 4,231

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

住宅設備改善費給付・自己負担金助成
件数

件

3

00 0 0 0

5,513

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

住宅設備改善費給付・自己負担金助成
件数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市障害者（児）日常生活用具費・住宅設備改善費給付事業実施要綱、国立市障害者（児）補装具・日常生活用具・住宅設備改善自己負担金助成事業実施要綱法令根拠
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課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

住宅設備改善件数　８件

しょうがい者（児）が、自ら生き方を選択している。

25年度と同じ

（決算）
単位

3
（目標値)

7

21% 21%

38

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

学齢児以上の下肢もしくは体幹機能に係るしょうがいの程度が３級以上又は補装具として車いすの
交付を受けた内部しょうがい者（児）。

0

（当初予算)

10

1

35

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

重度身体しょうがい者住宅設備改善費自己負担金
助成事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

在宅の重度身体しょうがい者（児）が、居住する家屋の玄関等の住宅施設備の改善す
る際の経済的負担の軽減が図られ、日常における生活を容易にする事ができる。

8 1013

平成25年度

13

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

7,000

目標年度

8

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

795
0

0

21%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 4,193

千円

0 0 0

0

0

0

217

0
1,282

0
1,282

2,624 3,419 4,364

0
719 936 1,196

0

0
0

0 1,012

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 3,343 4,355 5,560

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

しょうがい者（児）の日常生活の利便性を向上させる事により、しょうがい者（児）が安心して地域で自立した生活
を送る事ができるためにも、行政が行う必要がある。
　住宅設備改善費の給付は障害者総合支援法において市町村で行う地域生活支援事業の中に位置づけられ
ているため、給付を市で行う事が妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

基準対象であるしょうがい者（児）に給付しているため、向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

基準に基づき支給をしているため削減余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

受益者負担において、障害者総合支援法により原則１割自己負担となったため公平であると考える。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

類似する事業がない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

しょうがい者（児）の日常生活の利便性を損なってしまう。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 2 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

法律に定められた事業であるため廃止・休止はできない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法律に基づき実施しているので公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の費用である。

法律に定められた事業である。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最小限の費用である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に定められた市の事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

サービスが必要な人に、サービス支給量の決定を行う事業であるため。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-1,182

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

1,175 1,175 1,182 0 0 0

0

0
0

0
1,175 1,175 1,182

0

0

0

0

-1,182

23
0

0
23

1,150千円

818 949

1,334 1,173

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ 85%85%

✔

2800 2936 2917

0

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

回

人

人

100%

0

-137

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0 0

130

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

1,495

1,755

4,260

642

141 120 217

12 12 12

818

平成25年度

11

141 120 217

2576

平成26年度

12

しょうがいしゃ（児）がその有する能力及び適性に応じ、利用できるサービス量が適正に
決まる。

130

1,173

6,015

千円

千円

4,260
人

1,170

955

（決算）（Ａ）

1,334

千円

852

時間

千円

人

千円

障害福祉サービス支給量決定事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

地域生活をしているしょうがい者の割合

千円

1,170
1,755

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

しょうがいしゃ（児）

0

（当初予算)

3

4,260

5
（目標値)

852

85% 100%

6,015

0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①申請受付　②訪問調査　③医師意見書依頼　④審査会開催　⑤認定　⑥調査員報酬　委員報酬　意見書作成手数料　支払い　⑦認定結果通知　⑧利用意向調査　⑨サービス支給量
の決定通知　⑩受給者証の作成
訪問調査 130件　　医師意見書130件　　審査会開催12回

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成２５年度と同様

（決算）
単位

5

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律法令根拠

平成１８

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係、支援係

0

8,029

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

しょうがいしゃ（じ）

支給決定者数

意義申し立て者数

0

949

1,755

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

訪問調査数

審査会開催回数

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
 しょうがいしゃが自立した生活を送るため、介護給付費等の支給を希望するしょうがいしゃ・しょうがいじは障害程度区分の認定を受け、サービス支給量を決定する事業。
障害程度区分認定のため、障害程度区分認定審査会を開催。
医師意見書（在宅新規５０００円、継続４０００円　施設入所新規４０００円継続３０００円）
審査会　３委員会設置（５名×３委員会）＠２３０００円
（業務の内容）
①申請受付　②訪問調査　③医師意見書依頼　④審査会開催　⑤認定　⑥調査員報酬　委員報酬　意見書作成手数料　支払い　⑦認定結果通知　⑧利用意向調査　⑨サービス支給量
の決定通知　⑩受給者証の作成
（予算内訳）　報酬、役務費、需用費

千円 7,762 7,991 8,143

差額

（決算）

8,459 0 -114

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

4,260 4,260

1,170

0
33

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,755

3
時間 1,170

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 3

6,015 0

1,170

5
852

5
852 0

0

0

0
0

5
852

1,495

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 597 642 955

千円

うち委託料 千円

-137

物に係るコ
スト

0
01,755 0

6,015 6,015

1,196

597

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

1,150

その他

延べ業務時間

千円

千円

1,196

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -6,587 -6,816 -6,961 -8,029

その他 千円

-8,459 0 -1,068

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 2 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-3,725 0 -651

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -1,786 -5,850 -5,154 -5,805

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

575 575
1,211

2,761

651

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 1,211 5,275 4,579

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
115

575 0

1
115

1
115

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

575 575

0

3,725 0 651

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・複雑多岐にわたる障害者サービスを円滑に提供するため、サービス提供の状況を電算処理することにより事務の簡素化、標準化及び省力化を図り、もって、迅速な市民サービスを図る。
・中心となる障害福祉システムは、障害者自立支援法に基づくサービス利用の申請からサービス提供事業者への支払いまでを管理するシステムであり、法の改正時にシステム変更が生じる
ため、ソフトウェア開発元にプログラム変更業務を委託している。
・日常使用している障害福祉システムのハードウェア及びソフトウェアの保守等をシステム開発業者に委託して行っている。
（業務の内容）
・障害福祉システムのハードウェア及びソフトウェアの管理
・システム変更及びシステム保守の仕様書作成・委託契約・委託料支払い事務
　（予算内訳）　　委託料、賃借料

千円 1,786 5,850 5,154

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

委託・賃貸借契約件数 件

0

00 0 0 0

3,150

5,805

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

稼働中のパッケージソフト数

ハードウェア数

故障した機器数

システムエラー数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律　ほか法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

しょうがいしゃサービスの利用者登録、管理
法改正に対応した、システム改修

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成２５年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

115

100% 100%

575

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

障害者福祉システムのハードウェア
障害者福祉システムのソフトウェア

0

（当初予算)

575

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

地域で生活しているしょうがいしゃの割
合

千円
0

障害福祉システム等維持管理事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

1,211

115

時間

千円

人

千円

4,579
2,110

（決算）（Ａ）

575

千円

千円

575
人

平成26年度

システムを構成する機器が安定して稼働する。
ソフトウェアが法改正等にも対応する。

3 24 4 3

9 9

5,230

平成25年度

0

12 12 19

0 0

平成23年度
（決算）

0

575

5,275
3,835 681

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0 0

0

1919

651
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

651

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

本

台

台

件

9 9 9

0

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

5,230 3,150 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市が実施主体となって執行する事務を電算処理した事業であり、データの保管、管理等は市の責任において
行う必要がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では必要最低限の機器と事務執行上の必須修正に限って保守の対象としているため、システム導入以来
システムエラーの発生が無く安定して稼働しているため成果の向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業の特性上（専用システムの維持管理）、事業費の削減は困難である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

システムの維持管理であるため、受益者に偏ったサービスや負担は発生しない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

システムの維持管理に係る事業である。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

・障害福祉システムの障害発生時の対処ができない。
・今後の発生する法改正への対処ができずシステムの価値がなくなる。
・システム処理していたものが手作業となり代替として人員・事務スペース等が必要となる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 2 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-47,310 0 -24,867

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

42,241

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -9,192 -8,614 -17,884 -42,751

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

34,768

500 510

42,24137,209
0

物に係るコ
スト

0
00 0

46,800

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

2

10

0

10
0

1
102

510 0

1
100

1
100

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

500 510

0

47,310 0 5,042

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
屋外での移動に著しい困難のあるしょうがいしゃ等に対する社会生活上不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出をする際の支援。（対象者は障害福祉サービス支給量決定
事業にて移動支援の支給決定されたしょうがいしゃ等）
平成１８年１０月から介護給付事業の居宅介護からはずれ移動支援事業としてスタート
①サービス提供事業者と利用者との契約　②サービス提供（利用）　③事業者からの請求　④審査・支払い
（予算）　・扶助費

千円 35,268 34,690 37,709

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

請求件数

支給額

件

0

00 0 0 0

42,751

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

手帳保持者数

支給対象人数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者自立支援法第７７条・国立市障害者自立支援法施行細則第２３条・国立市障害者（児）移動支援事業（個別支援型）実施要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

請求件数　　　　　1,945件
給付額　　　42,241,000円

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

102

47% 100%

500

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

しょうがいしゃ及びしょうがいじ

0

（当初予算)

510

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

支給対象人数

千円
0

移動支援事業

千円

34,768

平成24年度

人

平成22年度

千円

100

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

500

千円

千円

500
人

平成26年度

46,800

社会生活上不可欠な外出や余暇活動等の社会参加が出来るようになる

1,945 2,100

34,768

1,400 1,503 1,631

2,456

34,190 37,209 42,241

平成25年度

104 105 99

平成23年度
（決算）

0

500

34,190

（決算見込み)（Ｂ）

46,800

目標年度

119

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

千円

人

✔

2,456 2,881 3,434

％ 25%26%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

34,190 37,209

千円

0 0 0

0

0

0

-19,825

0
5,032

0
5,032

0
17,384 17,384 19,825

0

0

8,692 8,692

0

0 -19,825

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

26,076 26,076 19,825 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者自立支援法において地域生活支援事業の中の必須事業に位置づけられ、市町村が行う事業とされてい
る。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

必要な支給量が決定されており、その支給量を生活に合わせて利用しているため、成果の向上余地は無い

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

しょうがいしゃのニーズが変わった場合。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

移動支援をおこなうための、適切な金額のため、削減は出来ない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　移動支援事業は社会生活上不可欠な外出や余暇活動等の社会参加が
出来るよう、適正な運営が行われている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

原則利用者負担は１割だが、介護給付とともに上限額が設けられているため、所得にあった費用負担である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費と人数で行っているため削減できない。

検討はしているが統廃合されると、しょうがいしゃのニーズにこたえることができない。

×

障害者自立支援法において地域生活支援事業の中の必須事業に位置づけられ、市町村が行う事業とされている
ため、このまま行っていく。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

移動支援が廃止されると、しょうがいしゃの社会参加が難しくなり、自立を妨げ、社会性がなくなってしまう。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 2 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

しょうがい者の（児）の安全性と利便性のバランスが課題となっている。

しょうがいの状態によっては、全国制度の障害福祉サービスの利用が困難な者がいるため、しょうがいしゃの
自立のために廃止・休止はできない。

×

改善案を模索中である。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

１）しょうがいのある方であれば、全ての方が利用できる仕組みとしている。
２）利用者負担については、生活保護、住民税非課税者、一般の３区分のいずれかが利用者の世帯の課税状
況よって公平に適用される。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

他制度によって適正な支援が受けられないものに対して実施されている事業のため

コスト
削減 維持 増加

事業者からの有資格者による居宅介護等のサービスの提供が受けられ
ないもの若しくは当該サービスの利用が著しく困難であるもの又は心身に
何らかのしょうがいがあって、普段は家族による介護を受けている者で家
族の疾病等の理由により介護を受けることが困難となったものが、安定し
た介護を受けることができるよう、介護に関する資格を問わず地域の介護
力を活用し、地域全体でしょうがい者（児）の介護を支えているためニーズ
が増え、事業規模も大きくなっている。また、サービスを利用する際の申
請書等の手続きにおいて、しょうがい者（児）の安全性と利便性のバラン
スが今後改善の余地がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

家賃の一国立市が直接雇用によるサービス提供をするのではなく、地域の介護力を利用してサービス利用する
仕組みとしているため民間委託等による削減は困難である。なお、報酬単価については、障害者自立支援法の
身体介護報酬の時間当たりの単価の４分の１を単価の根拠として設定し低額な単価としているため介護者の確
保の観点からも削減は困難である。事業者からは単価の設定を上げてほしい旨の意見がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国立市には法定サービスの利用が困難な者や法定サービスの対象となれない者であっても何らかの支援が必
要なものがいる。このように「制度の谷間」となって自立のための支援が適切に受けられないものに対して、第３
次地域保健福祉計画に基づき市が独自に実施する事業であるため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

１）サービスを利用する際の申請書等の手続きについて改善の要望が出ているため、今後、利便性を向上させ
るための検討を要する。
２）地域の介護力を活用するため、潜在的な地域の介護を行える者に対して制度の周知を図る。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 29,561 29,561 0 0

0

0
0

29,561 29,561

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ 100%100%

✔

898 973 1072

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

円

人

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

1072

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

389

0

658 898 973

41,528,997 59,122,264 78,464,026

1185

平成25年度

1,185

37,468,160

658 898 973

658

平成26年度

82,800,000

居宅生活で安定した介護を受けることができる

1,072

389

千円

千円

0
人

259

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

地域参加型介護サポート事業

千円

平成24年度

人

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

259
389

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

居宅で生活をしているしょうがいしゃのうち障害福祉サービスの利用が困難な者

0

（当初予算)

1185

1

0

（目標値)

-7509% -7509%

389

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

請求処理件数：1,072件
給付額：78,464,026円

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

25年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者自立支援法法令根拠

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

389

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

請求処理件数

請求処理件数

0

450

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

請求処理件数

給付額

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・障害者自立支援法の介護給付費の支給決定を受けているにもかかわらず、そのサービス利用が困難となっている者若しくは普段は家族による介護を受けているものが何らかの事情により
家族からの介護が受けられなくなった場合等に、引き続き安定した介護を受けられるように地域の介護力を活用してしょうがいしゃの介護を支える事業である。
（業務の内容）
・収受した利用申請書等の書類審査→利用決定→サービス提供者の登録→請求（審査）支払事務
（予算内訳）
・　扶助費

千円 389 389 389

差額

（決算）

450 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0 0

259

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 389

1
時間 259

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 1

450 0

300

0

0

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
0389 0

389 389
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -389 -389 29,173 29,173

その他 千円

-450 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 2 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-136 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -100 -100 -100 -100

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

100 100

0

物に係るコ
スト

0
00 0

36

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
20

100 0

1
20

1
20

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

100 100

0

136 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
日常生活に支障のあるしょうがいしゃに、日常生活を営むためのサービスを提供することにより地域の中で自立した生活が行えるようにする。
（サービスの内容）
①調理及び食事の片付け　②生活必需品の買い物　③洗濯　④掃除　⑤相談援助及び情報の提供　⑥その他日常生活に必要なサービス
（サービスの流れ）
①利用申請　②利用決定　③サービス受給　④給付費の支払い
（予算）
扶助費

千円 100 100 100

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用者数

利用時間

人

0

00 0 0 0

100

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

身体しょうがいしゃ数（手帳保持者）
知的・精神しょうがいしゃ数（手帳保持
者）
利用者数

利用時間

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市生活サポート事業実施要綱法令根拠

平成１８

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

実績なし

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

日常生活に支障のあるしょうがいしゃに、日常生活を営むためのサービスを提供する。

（決算）
単位

1 1
（目標値)

20

100% 100%

100

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

障害者自立支援法による障害区分認定が非該当になり介護給付を使えない、日常生活に支障のあ
るしょうがいしゃ

0

（当初予算)

100

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

地域生活をしているしょうがいしゃの割
合

千円
0

生活サポート事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

20

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

100

千円

千円

100
人

平成26年度

24

日常生活のサポートを受けることにより、支障なく日常生活を営める。

0

0

0 0 0

1888

0 0 0

平成25年度

0

868 875 981

0 0

平成23年度
（決算）

0

100

（決算見込み)（Ｂ）

36

目標年度

0 0

0

965

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

時間

人

時間

✔

1890 1955 1952

0

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づいた事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

日常生活に必要なサービスが受けられる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最低限の事業費を設定している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づいているため、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

統廃合・連携できるような類似事業はない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

今のところ対象者はいないが、対象者が出たときにこの事業が無ければ、日常生活が送れなくなるため、影響
がある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 2 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,711,018 0 -25,628

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1,671,746

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -339,257 -364,885

その他 千円 0

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 10,750

0

0

1,671,7461,558,581

0

0

物に係るコ
スト

0
00 0

1,699,490

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
2,150

10,750 0

0

1
2,150

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
0
0

10,750 10,750

0

0
00

1,711,018 0 113,165

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
障害者・児（身体・知的・精神・難病）等が、日常生活の中で困っている事があれば、市ケースワーカーと相談のうえ必要であれば申請をもらい、その人に合った障害福祉サービス（ヘルパー
等訪問系サービス、就労移行支援等日中活動系サービス並びにグループホーム等居宅系サービスなど）を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「障害
者総合支援法」という。）に基づき、支給決定する。
障害者が事業所等で利用したサービス【障害福祉サービス：訪問系・日中活動系・居宅系・相談支援・障害児通所サービス】の請求については、事業所から東京都国民健康保険団体連合
会（以下「国保連」という。）へ各該当月の請求データを伝送システムにより伝送することにより請求を行う。国保連からは市町村へ審査用資料（ＣＳＶデータ、PDFファイル）を提供（伝送）し、
市町村は請求審査事務を毎月行っている。また、審査後国保連より納付書、明細等が送付され支払いをする。なお、国保連より国保連に登録している事業所口座へサービス月翌々月15日
に決定金額が振り込まれる。

千円 0 0 1,569,331

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

手数料

給付費（扶助費）

円

0

00 0 0
0

0

778

1,682,496

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

障害者・児（身体・知的・精神）

障害福祉サービス支給決定者数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）法令根拠
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課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・請求審査事務及び支払事務

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

25年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

2,150

22% 22%

10,750

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

障害者・児（身体・知的・精神・難病）

0

（当初予算)

947

0

10,750

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

地域生活をしているしょうがいしゃの割
合

千円
0

介護給付・訓練等給付事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

92.7

0
0
0

（決算）（Ａ）

0

0

千円

千円

0
人

平成26年度

1699490000

障害福祉サービスを利用して自立した生活ができる。

1765100

93.1

17470001592770

1558580961 1671745126

2992

93.5

0

平成25年度

825

平成23年度
（決算）

0

0

0

0

0

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

1,699,490

目標年度

888

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

40,189
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

✔

2878 2944

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 1,558,581

千円

0 778 0

0

0

0

47,348

0
113,165

0
113,165

400,126 440,315

0
829,948 877,296

0 0 0
0 0 0

0

0 0
0

0

0 0 0

87,537

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,230,074 1,317,611 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者総合支援法に基づくサービス給付のため、行政で行う必要がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

サービス利用していない対象者もいるため、アウトリーチ等の手法を生かして対象者の拡大を図ることは可能。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

給付費等が年々増加傾向にある。

最小限で行っている。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最小限の経費と人員で業務を行っている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法律に基づいた障害福祉サービスの決定をおこなっており、公平、公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費と人員（１人）で業務を行っている。

65歳以上であれば介護保険制度が優先になるため重複の無いよう支給決定等をしている。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

障害者が地域で自立した生活を送ることができなくなる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 2 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

しょうがい者（児）の経済的負担を増加させてしまい外出機会の減少と生活圏の縮小となる。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

申請・基準に基づいての事業のため公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

類似する事業がない。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

「第２次地域保健福祉計画」において福祉タクシーとガソリン費助成の公平・合理的なあり方が求められ、平成１
４年度から、ガソリン費助成と福祉タクシー助成と福祉タクシー券助成の重複助成を廃止した経過があり、これ以
上の削減は困難である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

しょうがい者（児）があたりまえにくらせるまちにするためには、しょうがい者（児）に最も身近な市が行う事が妥当
である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

基準対象であるしょうがい者（児）に助成をしているため、向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
60

0
60

千円

0 0

0 9,497

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

362 342

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

千円

人

円

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

9,496,800

342

（決算見込み)（Ｂ）

9,821

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

362

9,497 9,557

350

平成25年度

350362

平成26年度

9,821

心身しょうがい者（児）の経済的負担を軽減する事により日常生活における移動を容易
にする事ができる。

342

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

身体しょうがい者自動車ガソリン費助成事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

世帯内に自動車を所有する身体障害者手帳（上肢１、内部1、下肢・体幹1～3、視力1・2、視野2級）
所持者及び愛の手帳（1・2度）所持者

0

（当初予算)

350

1

70

1
（目標値)

14

100% 100%

103

9,556,800 9,821,000

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

受給者数342名

しょうがい者（児）が、自ら生き方を選択している。

25年度と同じ

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市心身障害者（児）自動車ガソリン費助成事業実施要綱法令根拠
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しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

9,660

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

利用者数

受給者数

助成費

0

33

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

助成申請受付数

ガソリン費助成費

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・心身しょうがい者（児）の日常生活のために所有する自動車の運行に伴うガソリン費用の一部を助成することにより、心身しょうがい者（児）の経済的負担を軽減し、もつて福祉の増進を図る
事を目的とする。
　支給月額２，４００円。
（業務の内容）
①収受した支給申請書等の書類審査・交付決定・交付事務（年３回支払）。　②資格喪失・住所変更・口座変更等に伴う事務。

（予算内訳）
・扶助費

千円 0 0 9,600

差額

（決算）

9,924 0 60

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

70 70

22

0
11

嘱託職員人件費計（Ｅ） 33
時間 22

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

103 0

22

1
14 0

0

0

0
0

1
14

9,821

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
033 0

0 103

9,5579,497

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

9,557

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -9,600 -9,660

その他 千円

-9,924 0 -60

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 2 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-18,519 0 30

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

15,958

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -17,694 -17,664

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 468

15,95815,956
-32

物に係るコ
スト

0
0108 0

16,683

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,270

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
72

468 0

72

1
72

嘱託職員人件費計（Ｅ） 108
時間 72

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

360 360

72

0
22

18,519 0 -30

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
・電車・バス等通常の交通機関を利用する事の困難な心身しょうがい者（児）がタクシー（国立市と福祉タクシーの契約をとりかわした事業所のタクシー）を利用する場合に、利用の便をはか
るとともに、
　その運賃の一部を助成する事によって社会生活の向上をはかり、もって福祉の増進に寄与する事を目的とする。
　１か月300円の福祉タクシー券を9枚交付。
（業務の内容）
①収受した新規申請書等の書類審査・交付決定・交付事務。　②継続者については、申請はがきを送付・交付。
③タクシー券取扱い業者と毎年委託契約、毎月の支払業務（１７社）。タクシー会社に協力手数料を支払い、タクシー券１枚につき20円。
（予算内訳）
・扶助費　・役務費　・需用費（印刷製本費）。

千円 0 0 17,694

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用者助成費

協力手数料

円

108

00 0 0 0

1,368

17,664

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

対象者

利用件数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市福祉タクシー事業実施要綱法令根拠
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課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

利用証発行人数659人、利用券発行枚数67,725枚。

しょうがい者（児）が、自ら生き方を選択している。

25年度と同じ

（決算）
単位

1
（目標値)

72

100% 100%

468

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

身体障害者手帳（上肢1、内部1、下肢・体幹1～3・視力1・2級、視野2級）及び愛の手帳（1・2度）所持
者

0

（当初予算)

690

2

360

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

福祉タクシー利用助成事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

1,270

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

1,113,000

心身しょうがい者（児）の活動範囲が広がる。危険から守る。目的地に早く行ける。

15,957,900 16,683,00015,955,500

1,063,700 1,063,860

690

1,238

平成25年度

667

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

16,683

目標年度

659

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

-32

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

円

件

✔

667 659

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 15,956

千円

1,238 1,368 0

0

0

0

0

0
2

0
2

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

しょうがい者（児）があたりまえにくらせるまちにするためには、しょうがい者（児）に最も身近な市が行う事が妥当
である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

基準対象であるしょうがい者（児）に助成をしているため、向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

1年間108枚の福祉タクシー券の交付は、通院、社会参加等のための必要最低限の枚数であり削減の余地は無
い。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

この制度は、要綱により福祉タクシー券（＠300円）の交付枚数を１か月9枚と定めているため公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

類似する事業がない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

特に、車いす・杖利用者、視覚しょうがい者においては、電車・バス等の利用に際して危険を伴う可能性が高い
ので、当該事業を廃止・休止すると通院、通勤や買物等の日常生活において安全性を損なう事になる。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 3 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

固定電話以外に切り替える場合、一時的に費用が増大する可能性がある。また、設置費や使用料の支払いが煩雑になる。

廃止・休止する場合は、自費で設置・利用するための所得保障（手当等）を担保しなければ、低所得の重度しょ
うがいしゃのコミュニケーション手段が失われ、自立の支援が困難となる。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

対象者は、規程によって公平に扱われる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

統廃合・連携できるような事業は見当たらない。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

使用方法や契約内容にもよるが、携帯電話やＩＰ電話等に切り替えた場合、事業費が削減できる可能性がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域生活援助事業のなかで、他の
コミュニケーション事業と連携して行う事業としている。事業の位置付けから民間が地域の特性に合わせて実施
はできないため公的機関が関与して実施すべきであり、従前からの事業の継続の観点から今後も市が地域の特
性に対処して実施すべき事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

本制度を開始した時点では、現在のように携帯電話やパソコンを利用したＩＰ電話等の普及等で他者とのコミュ
ニケーション手段が格段に向上することを想定していなかったため、固定電話による設置事業から居宅で手軽
なコミュニケーション・緊急連絡手段として利用できる携帯電話や、通信料の低額なＩＰ電話等も対象とした制度
に他市の状況を調査した中で見直し等を行う必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

429 623

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ 100%100%

✔

1890 1955 1952

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

円

世帯

100%

0

-12

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

16

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

135

622

14 15 16

453578 446689 429896

429

平成25年度

15

468506

14 15 16

1889

平成26年度

623000

低所得のため電話を持てない重度のしょうがいしゃが、コミュニケーションまたは緊急連
絡手段の確保ができる。

16

135

千円

千円

135
人

441

（決算）（Ａ）

千円

27

時間

千円

人

千円

身体障害者福祉電話料助成事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

地域生活をしているしょうがいしゃの割
合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

外出困難な重度の身体しょうがいしゃで電話を保有していない低所得者

0

（当初予算)

15

135

1
（目標値)

27

100% 100%

135

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

対象件数：16件
支払い金額：429,896円

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成２５年度と同様

（決算）
単位

1

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
身体障害者福祉電話設置事業運営要綱法令根拠

昭和５１

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

564

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

身体しょうがいしゃ数

設置世帯

0

623

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

対象件数

支払額

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
外出困難な在宅の重度身体しょうがいしゃに対し、身体障害者福祉電話を貸与することにより、当該身体しょうがいしゃのコミユニケーシヨンおよび緊急連絡の手段の確保を図り、その福祉
の増進に資することを目的とする事業である。
（業務の内容）
収受した支給申請書等の書類審査・設置決定及び設置手配・支払い事務　（継続分については、毎月の支払い）
（予算内訳）　　役務費

千円 604 757 576

差額

（決算）

758 0 -12

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

135 135

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

135 0

1
27

1
27 0

0

0

0
0

1
27

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 469 622 441

千円

うち委託料 千円

-12

物に係るコ
スト

0
00 0

135 135
469

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -604 -757 -576 -564

その他 千円

-758 0 12

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 3 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,456 0 -70,733

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

85,972

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -11,779 -5,693 -16,702 -87,435

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

41,312

1,435 1,435

85,97260,986

14

6

物に係るコ
スト

0
01,395 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 14 15 22

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

2
8

1,435 0

930

2
8

2
8

嘱託職員人件費計（Ｅ） 1,395

4
時間 930

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 4

40 40

930

0
44

1,456 0 24,992

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成17年度までは、精神通院医療が精神保健福祉法、更生医療が身体障害者福祉法、育成医療が児童福祉法と３つの法制度の下に行われてきたが、平成18年４月から自立支援法（現：
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）により自立支援医療制度として統合された。
（事業の内容）
身体しょうがいしゃの職業能力を増進、あるいは日常生活の便宜を増すために、しょうがいの程度を軽くしたり、取り除いたりする医療を給付する事業で、医療保険の本人負担分を給付の対
象とする。
（業務の内容）
　①利用相談、申請関係書類審査、認定調査、決定通知書送付、②支払い事務 （予算内訳）　扶助費
（事業の内容）
精神通院医療・育成医療・更生医療の申請受付等をする事業である。
（業務の内容）　①新規申請関係書類審査、所得調査、受給者証の交付②都変申請書類進達③現況及び更新業務③都負担金申請業務④精神保健手帳交付事務
（予算内訳）　役務費

千円 42,761 42,011 62,443

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

精神通院医療申請者

更生医療申請者

件

1,395

00 0 0 0

21

87,435

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

前年度申請者数
国立市が援護の実施責任を負う身体障
害手帳の所持者
精神通院医療受給者数

更生医療受給者数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律法令根拠

平成１８

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

精神通院医療…1,717件
更生医療…39件
育成医療…9件

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成25年度と同様

（決算）
単位

2 2
（目標値)

8

27% 100%

1,435

39

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

精神通院医療…精神保健福祉法第５条に規定する精神疾患を理由として、通院による精神医療を
継続的に要する方。　　更生医療…国立市が援護の実施責任を負う身体障害手帳の所持者
　育成医療…１８歳未満の国立市が援護の実施責任を負う身体障害手帳の所持者

0

（当初予算)

4

40

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

しょうがいしゃ就業率

千円

930
1,395

自立支援医療事業・育成医療事業

千円

41,312

平成24年度

％

平成22年度

千円

8

時間

千円

人

千円

22

（決算）（Ａ）

1,435

千円

千円

40
人

930

平成26年度

自立支援医療対象者（精神通院医療、更生医療、育成医療）の病状改善

1717

31

1277 1497 1522

1246

25 33 39

28

平成25年度

1277

1889 1920 1955

1497 1522

平成23年度
（決算）

1,395

40

15

40,561

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

25 33

1717

1952

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-15,248
0

0

100%

自分の能力及び適性に応じて社会参加
をしていると答えたしょうがいしゃの割合

0

6

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

人

件

件

件

✔

1277 1300 1522

31

％ 14%28%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

40,561 60,986

千円

28 21 0

0

0

0

-30,493

0
24,986

0
24,986

15,248

0
20,655 24,212 30,493

0

0

10,327 12,106

0

0 -45,741

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

30,982 36,318 45,741 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく公費負担医療制度で、実施主体が
定められている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

制度に基づく医療費の助成であるため、向上余地がない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

法に基づく公費負担医療制度である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

利用者負担額は制度で定められている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

嘱託職員を配置するなど最小限の経費で実施している。

市が独自に統廃合できる事業ではない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

法に基づく公費負担医療制度であるため、廃止・休止できない。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 3 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,635 0 309

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1,130

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -1,525 -1,625 -1,634 -1,325

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

1,330

195 195

1,1301,439
0

物に係るコ
スト

0
045 0

1,440

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
30

195 0

30

1
30

1
30

嘱託職員人件費計（Ｅ） 45

1
時間 30

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 1

150 150

30

0
11

1,635 0 -309

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
しょうがいしゃ団体からの要望があり、平成３年から開始された。
（事業の内容）
市内に引続き３年以上住所を有する一人暮らしの方で、身体障害者手帳１～３級、愛の手帳３･４度いずれかを所持しているしょうがいしゃ（ただし、生活保護・国立市ひとり親家庭住宅費助
成事業・国立市高齢者住宅費助成事業・国立市高齢者借上げ住宅住宅供給事業を受けているものを除く）に対し、実際に支払った家賃の1/3（上限１０，０００円）を助成し、居住の安定と
しょうがいしゃの地域における自立生活の支援の促進を図る。
〈その他の条件〉
①前年所得２，６３２，０００円以内　②自らが居住する民間等アパート等を借りその住宅費を支払っている
（業務の内容）
①助成申請受付　②助成申請審査･決定　③決定・却下通知送付　④助成金支払い事務（年３回）
（予算内訳）　扶助費

千円 1,525 1,625 1,634

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

支払い回数 回

45

00 0 0 0

1,325

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

利用者数（延べ）

利用者数（延べ）

助成金額

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市心身障害者住宅費助成事業実施要綱法令根拠

平成３

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①助成申請受付　②助成申請審査･決定　③決定・却下通知送付　④助成金支払い事務（年３回）

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成25年度と同様

（決算）
単位

1 1
（目標値)

30

100% 100%

195

1130 1440

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内に引続き３年以上居住している一人暮らしの方で、身体障害者手帳１～３級、愛の手帳３･４度の
いずれかを所持しているしょうがいしゃ

0

（当初予算)

12

1

150

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

30
45

心身障害者住宅費助成事業

千円

1,330

平成24年度平成22年度

千円

30

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

195

千円

千円

150
人

30

平成26年度

住居の安定が図られる。

3 33 3 3

12 12

平成25年度

12 12 12

平成23年度
（決算）

45

150

1,430

（決算見込み)（Ｂ）

1,440

目標年度

1430 1439

10

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

円

✔

12 12 10

1330

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

1,430 1,439

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
-309

0
-309

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

しょうがいしゃの居住の安定を図るという目的から、市が事業を行うことが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

家賃の一部助成であるため、向上余地がない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

適切な助成額を支出しているため、削減余地は無い。また、助成額は他の住宅費助成事業と同基準であり、公
平性の面からも削減は出来ない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

実施要項で対象者や所得要件を定めている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

一人暮らし高齢者の家賃助成があるが、対象者と担当課が違うため統廃合・連携ができない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

経済的負担が増し、居住が安定しなくなることが考えられる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 3 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

知的しょうがいしゃの社会生活適応のための生活支援や訓練行う場がなくなり、自立助長が図れなくなる。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事業が知的しょうがいしゃの更生を目的に始まった経過があり、知的しょうがいしゃ以外の利用はできない。通所
者からは、法に基づいた自己負担額を徴収しているので、受益者負担は公正・公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最小限の経費で実施している。

ほかに類似の事業はない。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

指定管理者制度を導入しているため、実績額等で検討する必要がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

知的障害者更生施設「あさがお」を含む国立市障害者センターの管理・運営については、平成18年度から、議
会の議決を経て指定管理者として国立市社会福祉協議会を指定し実施している。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

しょうがい特性に合わせた個別支援プログラムを実施し、成果を挙げている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

50,524 0 0 0 0 0

0

0

49,224

0

0
1,300

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

126,548 132,418

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ 100%64%

✔

35 32 33

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

100%

自分の能力及び適性に応じて社会参加
をしていると答えたしょうがいしゃの割合

0

1,506

0

#DIV/0!

物件費
1,506
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

33

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

300

125,556
125,556 132,418

32 35 32

35 32 33

126,548

平成25年度

32

3 6 6

32

平成26年度

さまざまな社会経験の機会を提供し、ＱＯＬ（生活の質）の充実を図る。健康の維持と増
進を図る。日常生活動作の向上ができる。

300

千円

千円

300
人

125,042
125,042

（決算）（Ａ）

千円

138,202

60

時間

千円

人

千円

障害者センター管理運営事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

しょうがいしゃ就業率

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

知的障害者更生施設「あさがお」利用者（通所者）及び養護学校通学者で卒業後「あさがお」への通
所を希望している者

0

（当初予算)

300

1
（目標値)

60

100% 100%

300

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・知的障害者通所更生施設「あさがお」　1.作業・療育活動　2.生活学習　3.レクレエーション
・障害者自立促進事業　1.文化事業（料理教室、パソコン講習会）　2.相談事業

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成25年度と同様

（決算）
単位

1

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市障害者センター条例法令根拠

昭和５９

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

126,848

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

入所希望者数（＝入所者（通所者）数）

健康の維持と増進を図れた入所者数

　(≒通所者数）

0

132,418

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

相談者数（進路相談・他市からの相談）

入所者（通所者）数

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
障害者センターは、昭和59年4月に市内の比較的軽度の知的しょうがいしゃの日中の活動場所あるいは、養護学校等からの受け入れ先として、社会経験を学び地域社会に出て行くための
訓練施設として建設された。当時から、建物の管理運営を国立市社会福祉協議会に委託して事業実施している。
（事業の内容）
国立市障害者センター条例に基づき、心身しょうがいしゃの社会参加と自立助長を図りもって心身しょうがいしゃの福祉増進に寄与することを目的として、知的障害者更生施設「あさがお」の
運営と障害者自立促事業を行っている。
①養護学校を卒業にあたっての進路相談（入所相談）を受ける。②他市からの転入に伴う入所相談を受ける。③施設の受け入れ体制・本人の身体状況から入所の可否を判断する。④障害
者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく利用決定を受けて、市と契約を行う。⑤「あさがお」が立てた個々のプログラムを実施する。
（業務の内容）
委託契約：自己負担収納事務、給付費支払い事務（毎月）、委託料支払い（四半期ごと）
（予算内訳）　　委託料　(指定管理料）

千円 138,502 125,856 125,342

差額

（決算）

132,718 0 1,506

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

300 300

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

300 0

1
60

1
60 0

0

0

0
0

1
60

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 138,202 125,556 125,042

千円

うち委託料 千円

1,506

物に係るコ
スト

0
00 0

300 300
138,202

126,548

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -87,978 -125,856 -125,342 -126,848

その他 千円

-132,718 0 -1,506

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 3 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-53,157 0 -12,994

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -2,147 -1,881 -37,727 -50,721

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

400 400
58,794

50,321

-844

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 58,794 55,398 51,165

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

2
80

400 0

2
80

2
80

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

400 400

0

53,157 0 -844

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
平成２年４月から事業を実施している。市内にあった重度心身障害児通所訓練施設が、対象児童が減少したことに伴って、新たに重度心身障害者の施設に対象を変更し事業を継続するこ
とになった。開所当初は、知的障害者通所更生施設「あさがお」に通所しているもののうち５名が「あすなろ」に移った。
（事業の内容）
くにたち心身障害者通所訓練施設あすなろ条例に基づき、重度の知的しょうがい及び肢体不自由が重複している者を、保護者の下から通わせて必要な療育等を行い、できるだけ長い期間
家族とともに地域社会の中で生活していけるようにすることを目的とする事業である。　　　通所者5名
（業務の内容）
　①入所相談、委託契約　　②都委託料請求事務
（予算内訳）　　委託料（指定管理料）

千円 59,194 55,798 51,565

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

理学療法士による個別プログラム実施
回数
作業療法士による個別プログラム実施
回数

回

0

00 0 0 0

52,757

50,721

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

重度の重複しょうがいしゃ数

入所者数（通所者数）

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

支援係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
くにたち心身障害者通所訓練事業あすなろ条例法令根拠

平成２

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

1.運動・機能訓練－理学療法士による個別プログラム（月２回）・作業療法士による個別支援プログラム（月１回）　　2.レクリエーション　　3.シャワーサービス　（７月から9月）

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成25年と同様

（決算）
単位

2 2
（目標値)

80

73% 100%

400

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

原則として市内在住で家庭から通所ができる１８歳以上の重度の知的しょうがいと重度の肢体不自由
を併せ持つ人

0

（当初予算)

5

400

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

地域生活をしているしょうがい者の割合

千円
0

重度心身障害者通所訓練施設管理運営事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

58,794

80

時間

千円

人

千円

51,165
51,165

（決算）（Ａ）

400

千円

千円

400
人

平成26年度

12

できるだけ長い期間、家族とともに地域社会の中で生活していけるように、療育・生活
動作訓練・運動機能等の低下防止訓練をし、生活の質を高め、、一定の生活リズムを
つくり、日常生活向上を図る。

24 24

11

24 30 24

950

16 12 12

50,321

平成25年度

7 7 5

平成23年度
（決算）

0

400

55,398
55,398 52,757

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

5

-844
0

（Ｂ）-（Ａ）

-13,838
0

0

100%

0

-844

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

回

人

✔

950

％ 3%4%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

50,321 52,757 0

0

0

0

0

0
0

0
0

13,838

0
3,600

0

0

53,447 53,917

0

0 -13,838

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

57,047 53,917 13,838 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

た重度心身障害児通所訓練施設「あすなろ」の管理・運営については、平成18年度から、議会の議決を経て指
定管理者として国立市社会福祉協議会を指定し実施している。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

機能訓練やレクリエーション等の成果について、「指定管理者検討部会」で高い評価を得ている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

指定管理者制度を導入しているため、実績額等で検討する必要がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

条例で対象者が定められている。
受益者負担については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき実施され
ているので適正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最小限の経費で実施している。

ほかに類似する事業がない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市内に重度の心身しょうがいしゃが通所できる場所がないため、廃止になった場合、在宅で過ごすことになり、
機能低下を招く恐れがある。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

3 1 7 0 1 2 1 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,276 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,275 -1,275

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 120

1,155

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,155

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
24

120 0

1
24

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
120 120

0
00

1,276 0 0

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　平成14年度に精神保健福祉の一般相談が市に移管される前は、東京都保健所がデイケア事業を実施していた。平成16年度に精神しょうがい者のサービス意向等を調査し、市としても当
該事業実施が必要と判断し平成17年度より事業を行っている。治療の安定した精神しょうがい者に対し外出機会を提供し、社会参加のきっかけとなっている。

千円 0 0 1,275

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

デイサービス（プログラム）開催回数

デイサービス参加延人数

回

0

00 0 0 0

1,156

1,275

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

自立支援医療（精神通院）利用者数

事業の卒業者数（新たな活動へつなぐ）

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市精神障害者デイサービス事業実施要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　地域活動支援センターなびぃへの委託事業として月２回のプログラムと月１回の支援者会議を実施。25年度延参加者数101名。

　精神しょうがい者の自立の支援

　25年度と同様に実施。

（決算）
単位

1
（目標値)

24

100% 100%

120

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　精神科の治療を受けている市民で、デイサービス事業への参加について主治医の了解を得られる
人

0

（当初予算)

2

0

120

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

自分の能力及び適正に応じて社会参加
をしていると答えたしょうがい者の割合

千円
0

精神障害者デイサービス事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

1,155
1,155

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

120

　対人関係に慣れ、地域社会に参加できる。

24 2424

132 101

1,100

1,155

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

1,156

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

✔

1,014 1,075

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

1,155 1,156 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

精神しょうがい者の外出先の確保として公共が関与する妥当性・必要性はある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

利用者数の安定性はなく成果を計りがたいが、それゆえ民間での実施の困難さはあり公共性が高いと考えられ
る。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

地域活動支援センターとの事業整理

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最低限で委託契約金額を設計している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　平成18年に施行された障害者自立支援法（25年より障害者総合支援法
に変更）に基づき、関連する事業が23年度までにその法内事業に移行し
地域活動支援センター事業や就労継続支援B型事業などが行われるよう
になった。法内事業による外出機会の提供ができるようになっているた
め、地域活動支援センターへの委託事業として行っている当該事業につ
いても委託契約を再設計し、事業の効率化を図る時期にきていると考えら
れる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

委託事業として実施している。

地域活動支援センターがしょうがい者の外出先として機能している。統合を検討する余地はある。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

委託契約の見直し

状態が安定し始めた精神しょうがい者にとって、大切な外出機会の提供となっている。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

3 1 7 0 1 2 1 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

この事業がないとしょうがい者が外出先を失う。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

障害福祉サービスの対象となりうるしょうがい者は当該事業の利用は可能。市内２か所の社会福祉法人に委託
をしている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

委託事業として行っている。

地域生活支援事業に位置付けられる地域活動支援センターとして、他の日中活動の事業所とは異なり代替は
ない。

コスト
削減 維持 増加

補助事業であったが、26年度は委託事業とした。事業計画や実施報告な
どの点検を強化し、今後もさらに安定した事業運営ができるようにしてい
く。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

現在は特になし。

現在は特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

歳入についてはすでに補助金交付を受けている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業として実施することとなっている事業。就労継続支援や就労移
行支援、一般就労などの外出先を得にくいしょうがい者のための大切な地域の日中活動場所となっている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では向上余地は感じられない。26年度委託事業としたので、実績等の点検等により改めて評価をしていく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 10,958 10,958 10,958 0

0

0
0

10,958 10,958 10,958

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 31,000

0 40,158

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

2392 2432

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

か所

人

件

73%

地域生活をしているしょうがい者の割合

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

35

119

1075

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

9,158

0

0

31,000

1014

3 3

2445

平成25年度

５日/週５日/週

平成26年度

3

しょうがい者が社会参加・地域交流をする機会を得られる。

５日/週

40,158

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

地域活動支援センター事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

自分の能力及び適性に応じて社会参加
をしていると答えたしょうがい者の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

しょうがい者

0

（当初予算)

180

1
（目標値)

36

73% 73%

100

25 101

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

補助金の交付・・・①なびぃ（Ⅰ型）12,000千円　　②くじら工房（Ⅱ型）9,000千円　　③棕櫚亭Ⅰ（Ⅱ型）10,000千円　　　　機能充実事業補助金の交付…棕櫚亭Ⅰ　9,158千円　　　なびぃに
ついては相談支援からの流れを受けてしょうがい者が登録制で地域活動支援センターのフリースペース利用やプログラム参加をしている。Ⅱ型事業所についてはしょうがい者が地域生活支
援事業を申請し、福祉サービス受給者証の発行により通所開始となる。

しょうがい者の自立の支援

市が実施すべき地域生活支援事業として、補助事業から委託事業へ変更した。機能充実事業としては補助金の交付を行う。センターの実施内容については25年度と同様。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者総合支援法、国立市地域活動支援センター事業実施要綱、国立市障害者施策推進包括補助事業補助金交付要綱法令根拠

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係

0

40,338

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

しょうがい者（身体・知的手帳所持者数）

自立支援医療（精神通院）利用者数

Ⅰ型登録者数

Ⅱ型延支給決定数

0

31,000

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

センター活動日数

対象事業所

日

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　地域活動支援センターは障害者総合支援法の地域生活支援事業のひとつとして実施されている。しょうがい者等を通わせ、地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提
供、社会との交流の促進等の便宜を供与することとなっている。Ⅰ～Ⅲ型があり、Ⅰ型については、精神保健福祉士等の専門職員を配置し、相談支援事業を併せて又は委託を受けている
ことが要件となっている。市内にはⅠ型１か所、Ⅱ型２か所があり、補助金交付によりセンター運営を支援し、しょうがい者への外出機会を提供等が実施できている。なお、法施行前から運営
されていた精神障害者小規模作業所が当該事業に移行した場合、東京都障害者施策推進部の包括補助事業（地域活動支援センター機能充実事業）の対象となり、その補助金の交付もし
ている。

千円 0 0 40,258

差額

（決算）

40,338 0 80

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

100 180

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

180 0

1
20 16

80

0

80
0

1
36

9,158

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 180

40,158

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

40,158

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -29,300 -29,380

その他 千円

-29,380 0 -80

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

3 1 4 0 1 1 9 8 7 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-4,378 0 -647

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -3,722 -4,369

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 8,335

0

物に係るコ
スト

379
6337,335 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 20

千円

うち委託料 千円

0

633

0

0
0

2
200

8,335 0

4,392

1
200

嘱託職員人件費計（Ｅ） 6,702
時間 4,013

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,000 1,000

4,392

0
33

8,378 0 656

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　指定管理者であった国立市社会福祉協議会により事業実施をしていたが、財政上の理由により平成23年度から直営事業とした。嘱託員２名は就労支援コーディネーター及び生活支援
コーディネーター専従で、個別に就労相談、就職準備性向上の支援、ハローワークや企業の同行、職場訪問による定着支援等を行っている（２名の支出科目は3.1.4.１．しょうがい者福祉嘱
託員報酬）。他、１名が個別の就労相談の他、チャレンジ雇用事業によるしょうがい者の臨時職員や職場体験実習者の指導にあたっており、個別相談との相乗効果によってしょうがい者の
就労支援を効果的に行っている。

千円 0 0 7,722

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

就労支援の相談件数

個別支援計画の作成件数

人

7,335

00 0 0 0

20

23

8,378

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

身体・知的・精神の障害手帳所持者数

難病医療券交付数（H25から対象）
当該事業により一般就労したしょうがい
者数
上記以外で一般就労したしょうがい者数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律）法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　就労支援によってしょうがい者が就労した職場からの要望により、職場訪問等による定着支援が多忙となる１年であった。事業開始の23年度から2年を経て、しょうがい者が就職した職場の
人事異動など職場環境が変わったこと等によると思われる。協力関係を結べる企業の開拓が重要と考え、１名を地域開拓促進コーディネーターと位置づけた。就労シンポジウムを実施し、
発達しょうがい者の就職についての基調講演及び働いているしょうがい者自身とその職場からの報告会を実施した。当該事業の支援により一般就労をした方の人数は25年度13人。

しょうがい者の自立の支援。しょうがいのある人もない人もともに働く地域づくり。

　就労支援コーディネーター及び生活支援コーディネーターの２名配置を継続し、チャレンジ雇用の臨時職員等の指導もこの２名で担当する。１名を地域開拓促進ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰとして、しょう
がい者を雇用したい市内企業の相談に応じ、雇用拡大を図る。

（決算）
単位

1
（目標値)

200

48% 52%

7,702

2 5

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内に居住するしょうがい者　・　市内の企業等

0

（当初予算)

15

3

1,000

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

法定雇用率を達成している市内企業の
割合

千円
0

しょうがい者就労支援事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

20

（決算）（Ａ）

23

0

千円

千円

0
人

平成26年度

しょうがい者の一般就労が増える。

37

2992

50

20

平成25年度

12 14

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

13

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

9
0

0

52%

0

0

23

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

人

人

✔

2878 2944

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

20 20 0

0

0

0

0

0
0

0
0

4,000 4,009 4,000

0

0

0
0

0 9

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 4,000 4,009 4,000

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市が相談支援と一体的に当該事業を行うことで成果を上げられている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

23年度より委託事業から直営事業に変え、成果を上げてきている。就労支援員３名の配置があるが、うち１名を
地域開拓ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰとして機能強化していくことでさらなる成果の向上を期待できる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

見直し・廃止は想定できない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

補助金の交付を受けている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

嘱託員を中心に事業を展開している。

類似事業としては国事業の就業・生活支援センターがあるが、連携の上すみわけができている。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

成果を上げられており、廃止・休止は考えられない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

3 1 7 0 1 2 3 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-500 0 1,002

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

33,466

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -31,600 -30,598

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 500

33,466

0

物に係るコ
スト

0
00 0

41,774

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

50

250

0

250
0

1
100

500 0

1
50

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

250 500

0

42,274 0 2,366

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
指定障害福祉サービス事業所等の運営に要する費用の一部を補助することにより、サービス利用者の福祉の向上を図ることを目的とする。（都事業）（児童福祉法による通所施設を除く。）
補助対象法人…社会福祉法人、NPO法人、社団法人、医療法人、学校法人、宗教法人
補助内容・・・基本補助、選択式加算、障害者雇用等加算、第三者評価受審経費

千円 0 0 31,600

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

通所施設数（年度末）

通所施設の開所日数

か所

0

00 0 0 0

33,966

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

通所施設数（年度末）

基本補助算定に用いる在籍者数（3月
分）

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律、国立市障害者施策推進包括補助事業補助金交付要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

補助金を次のように交付した。　　カタバミ作業所…3,468千円、うめの木作業所…4,080千円、天成舎…5,386千円、ともにー…6,652千円、ステップアップともにー…1,360千円、ピアス…
10,429千円、デイセンターたまぷらねっと“わ”…2,091千円

しょうがい者の自立の支援

25年度に同じ。ただし補助対象事業所が増える見込み。

（決算）
単位

1
（目標値)

100

100% 90%

250

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

法人が運営するしょうがい者の日中活動の事業所

0

（当初予算)

165

500

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

自分の能力及び適性に応じて社会参加
をしていると答えたしょうがい者の割合

千円
0

障害者日中活動系サービス推進事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

31,350

0

千円

千円

0
人

平成26年度

244

運営費補助により適切なサービスが提供される

7 85

245 244

8

平成25年度平成23年度
（決算）

41,774

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

141

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

3,368
0

0

1%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

か所

日

人

✔

5 7

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 31,350

千円

0 0 0

0

0

0

0

2,116
0

0
2,116

3,368 41,774

0

0

0
0

0 3,368

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 3,368 41,774

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

東京都の包括補助事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

十分に工夫された補助金であると考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

東京都の包括補助事業の見直し・廃止があれば、市としても見直し等検討が必要。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

都事業として東京都の補助率10/10で実施されている。（ただしポイント制
の包括補助のため見た目上は歳入が歳出金額の100％にならない。）メ
ニュー対象加算により事業所のアフターフォローなどが算定されるよう工
夫されており、事業の適正化にもつながる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

類似事業はない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

しょうがい者の日中活動系事業所の運営に影響し、そのことによりしょうがい者の社会参加機会を損なう方向
に影響する。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

3 1 7 0 1 2 1 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

しょうがい者の生活全般の相談に対応している。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

委託事業としている。相談支援にあたる課の職員にも嘱託職員が多い。相談支援の質と量の確保、事業成果の
向上のためにはむしろ正規職員の配置割合がより高いことが望ましい。

現状では安定した類似事業はない。今後は「サービス等利用計画」作成（事業所への個別給付あり）との整理を
していく必要がある。

コスト
削減 維持 増加

　福祉サービス利用者の「サービス等利用計画」については、平成27年度
以降の支給決定の全件に対し、指定相談支援事業所（市内６か所）の作
成する計画書またはセルフプランが必要となる。このことにより相談支援
の流れや内容に変化が生じることが考えられるので、27年度以降につい
ては委託相談支援の見直しを検討する必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。サービス等利用計画作成（個別給付）との整理が今後必要。

廃止は想定できない。見直しはサービス等利用計画（個別給付）定着の動向を把握したうえで検討。

委託事業、嘱託員配置によりこれまでコストダウンを図ってきている。相談支援の質・量の確保や相談支援により聴取された市民ニーズを施策化していく
ためには、正規職員の配置が望まれる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

専門職種やピアカウンセラーが配置されており、事業費の削減は相談支援の質の低下につながる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

サービス利用のあっせん・調整等の他、しょうがい児・者の一般相談として生活全般の相談にあたっており、公
共関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

専門職種やピアカウンセラーの配置により適切に相談支援にあたれている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

625

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 625 1,250 1,250 0

0

0
0

0
625 1,250 1,250

0

0

0

0

625

0
0

0
0

千円

22,800 22,800

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

2878 2944

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

96%

0

1,250

0

#DIV/0!

物件費
1,250
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

8946

449444

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

22,800

414

10480

2992

22,800

平成25年度

76 7

平成26年度

　相談支援によりしょうがい者（児）が安心して地域で生活できる。必要な福祉サービス
について情報を得て、自ら選択し、支援を受けて安定した生活を営める。

7

0

千円

千円

0
人

21,550
21,550

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

しょうがい者相談支援事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

地域生活をしているしょうがい者の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　しょうがい者（児）

0

（当初予算)

3

9,150

4
（目標値)

1,830

98% 96%

11,963

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　ケースワーカー７名で電話・面接・訪問・同行による相談支援を実施。延相談件数3150件。相談支援事業所３か所の延相談件数は合計5796件。虐待防止センターにおいては法律的助言
（弁護士相談）の事案が１件あった。なお、法改正により25年4月から難病者も支援対象となっているが、手帳を持たず難病のみを根拠とした福祉サービスの支給決定は１件だった。

　しょうがい者の自立の支援

　25年度と同様。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律法令根拠

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係

0

34,717

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

手帳所持者数（身体・知的・精神）

難病医療券交付数
相談延件数（市＋３事業所分）（業務統
計435表）

0

22,800

2,767

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

ケースワーカーの人数 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　係内にケースワーカー（正規職員４名、嘱託職員３名）を配置し、しょうがい者の生活全般の相談やサービス利用の紹介・支給決定を行っている。また、市内の相談支援事業所３か所に委
託し、生活全般の相談（一般相談）の対応にあたっている。平成24年10月に施行された障害者虐待防止法に関しては、市内の法人1か所にしょうがい者虐待防止センターを委託し、係で対
応できない夜間・休日の相談や虐待により養護者等との分離が必要な場合の居室確保等の対応をしている。

千円 0 0 33,513

差額

（決算）

34,717 0 1,204

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

9,185 9,150

1,464

0
33

嘱託職員人件費計（Ｅ） 2,778
時間 1,470

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

11,917 0

1,464

3 4
1,837 -7

-46

0

-35
0

4
1,830

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 21,550

千円

うち委託料 千円

1,250

物に係るコ
スト

-6
-112,767 0

0 11,917

22,800

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -32,888 -33,467

その他 千円

-33,467 0 -579

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

3 1 7 0 1 2 1 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-991 0 481

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,392 -911

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 75

1,640

323

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,317

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
15

75 0

1
15

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

75 75

0

1,791 0 323

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　入院するほどではないが病状が不安定になった場合や介護家族の都合（家族の疾病・家庭内葛藤回避など）により家庭での生活が困難になった精神しょうがい者が、市内グループホー
ムに一時的に入所できる事業。平成18年10月に事業開始。現在１か所に委託。定員は１日１人で、入所期間は原則月７日（市長が認める場合最大月10日）。

千円 0 0 1,392

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

利用実人員

利用日数

人

0

00 0 0 0

1,716

1,715

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

自立支援医療（精神通院）利用者数

利用実人員

利用日数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市精神障害者ショートステイ事業実施要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　利用実人員数　　　利用延べ日数

しょうがい者の自立の支援

　25年度と同様。ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑの建物の老朽化により市内に移転の予定がある。

（決算）
単位

1
（目標値)

15

100% 53%

75

194

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

治療を受けている精神しょうがい者

0

（当初予算)

75

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

地域生活をしているしょうがい者の割合

千円
0

精神障害者ショートステイ事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

1,317
1,317

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

しょうがい者の安心につながり病状が安定する。家族の安心につながる。

1012

119 194

1,640

平成25年度

12

平成23年度
（決算）

0

0

1,716

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

119

10

323
0

（Ｂ）-（Ａ）

804
0

0

55%

0

323

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

日

人

日

1014 1075

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

1,640 1,716 0

0

0

0

0

0
0

0
0

804 800

0

0

0
0

0 804

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 804 800

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

介護給付費の短期入所事業所で精神しょうがい者を受け入れるところが市内にある場合は見直しの可能性あり。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

東京都の補助金がすでに交付されている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

市独自事業として柔軟性をもって事業実施ができ、前例としては少ないも
のの状態が安定した長期入院者が地域移行に向けて当該ショートステイ
を利用し、地域生活の準備をすることもできている。精神しょうがい者の地
域生活の支援に奏功している。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

治療を受けている精神しょうがい者のすべてが対象となる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

委託事業で実施している。

介護給付費の短期入所で精神しょうがい者を受け入れているところは市内にない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

0 3 0 1 0 7 0 1 2 1 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現在、相談員に相談をしている方たちにとっては影響がある。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

都事業のため、市で変更は困難。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の経費である。

障害者総合支援法に基づく相談支援事業はある。ただし根拠法令が異なり、総合支援法以前からある事業な
のでどのように事業整理をしていくかは十分な検討が必要である。

コスト
削減 維持 増加

障害者総合支援法に基づき、指定特定相談支援事業所による相談支援
の充実が図られているところである。27年4月からはすべてのしょうがい者
（児）のサービス利用について事業所の作成するサービス等利用計画（ま
たはセルフプラン）が必須となる。26年度は維持とするが、27年度以降、
相談員のあり方・必要性について見直しをするほうがよい。ただし根拠法
令や都事業としての動向、現在の状況を確認のうえ、十分な検討が必
要。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

類似する事業があるため、この事務事業自体の成果や有効性を図りにくい。

最小限のコストである。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

都の事業なので削減余地なし。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

事業の実施は、法により都道府県が行う事業として位置付けられており、事務委託されている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

都の事業のため向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

266 286 266 266 267 0

0

0

266 286

0

266 266 267

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

266千円

0 0

286 266

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ 58%59%

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

40%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

267

0

390

89 115

平成25年度

89 115

平成26年度

しょうがいしゃが必要の応じて相談員と更生援護に関する相談や必要な指導を受ける
こと。身体・知的障害者に対する国民の認識と理解を深めるための活動をする。

266

390

千円

千円

375
人

（決算）（Ａ）

286

千円

75

時間

千円

人

千円

身体障害者相談員等事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

身体・知的障害者

0

（当初予算)

1

100

1
（目標値)

10

59% 32%

390

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

知的障害者相談員　３名
身体障害者相談員　4名

しょうがいしゃが、自ら生き方を選択している。

平成25年度と同様

（決算）
単位

1

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計 知的障害者福祉法・知的障害者相談員設置要綱
身体障害者福祉法・身体障害者相談員設置要綱

法令根拠

平成14

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係

0

391

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

相談件数

0

75

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

相談件数 件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
都が謝礼費を全額負担するもので、身体障害者の地域活動の推進、知的障害者の家庭における養育、生活などに関する相談を障害者に対する理解のある専門的な方に委嘱している事
業である。
（業務の内容）
委嘱状の交付・支払い事務　都委託金請求事務
（予算内訳）　謝礼

千円 641 676 656

差額

（決算）

442 0 -265

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

390 50

50

0
1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

175 0

50

1
78

1
78 -68

-265

0

-340
0

1
20

267

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

50
7575 0

375 125

266

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

266

その他

延べ業務時間

千円

千円

266

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -375 -390 -390 -125

その他 千円

-175 0 265

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

3 1 7 0 1 2 3 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

 他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-12,140 0 1,582

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

7,810

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -9,892 -8,310

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 500

7,810

0

物に係るコ
スト

0
00 0

11,640

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

50

250

0

250
0

1
100

500 0

1
50

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

250 500

0

12,140 0 -1,582

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　障害者総合支援法、児童福祉法に基づいて実施している市内の通所施設に対する補助事業。しょうがい者（児）の通所施設の運営費を補助することで、社会参加の機会を提供できるよう
にする。家賃額の5/10を補助している。

千円 0 0 9,892

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

通所施設数（年度末）

通所施設の開所日数

か所

0

00 0 0 0

8,310

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

通所施設数（年度当初）

補助金を受けた施設数

補助金額

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市補助金交付規定、国立市障害者通所訓練事業運営費補助金交付要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

５事業所に交付。　うめの木作業所…２，２００千円、カタバミ作業所…1,200千円、天成舎…1,620千円、ハイビスカス…1,710千円、くじらっこ…1,080千円

　しょうがい者の自立の支援

25年度新規に開設の事業所があり、今までの補助率の考え方では市内事業所にいきわたらない。市民の通所の状況を把握し、要綱を改正して交付の見直しをしていく予定。

（決算）
単位

1
（目標値)

100

100% 100%

250

7,810 11,640

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　しょうがい者（児）の日中活動の事業所（国立市障害者通所訓練事業運営費補助金交付要綱第２
条に該当する通所施設）

0

（当初予算)

8

500

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

自分の能力及び適性に応じて社会参加
をしていると答えたしょうがい者の割合

千円
0

障害者通所訓練事業運営費補助金交付事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

9,642

0

千円

千円

0
人

平成26年度

244

　しょうがい者（児）への日中活動の場の提供、一般就労等次のステップアップに向け
た訓練の実施

8 86

245 244

8

平成25年度

6

平成23年度
（決算）

11,640

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

9,642

5

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

か所

日

か所

千円

✔

6 6

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 9,642

千円

0 0 0

0

0

0

0

-1,832
0

0
-1,832

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

運営費補助により、しょうがい者（児）の社会参加機会の確保・拡大に間接的に寄与している。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

補助対象施設数や補助金額の拡大を図ることで、通所事業所の運営をさらに支援することはできるだろうが、市
単独補助として実施しているため、補助の拡大による成果の拡大ではなく公平性を図っていく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

補助要件や補助率の見直しによって補助の公平性を図る。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

補助対象事業所は増えている。削減は不可能。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

障害者自立支援法施行（平成18年）以前は４事業所が当該補助事業の
対象であった。しかし近年、特にこの１～２年の間に事業所が増えてい
る。これはしょうがい者（児）の社会参加機会の拡大等には好ましい状況
であるが、補助金がいきわたらない。補助率や補助要件など交付の規定
を見直す必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

補助対象事業所が増えており、補助金総額を拡大しないとなると、補助金の分配の適正化について見直す必
要がある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

補助対象事業所は増えているので、事務量も増える傾向にある。

家賃補助という事業は他にない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

平成26年度中に補助要綱を改正

事業所の運営に影響をきたし、しょうがい者（児）の社会参加機会を損なう方向に影響する。特にしょうがい児
向けの通所については個別給付以外にまったく補助がなくより影響が大きい。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
5

3 1 4 0 1 1 8 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-2,100 0 100

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

4,000

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,200 -2,100

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 100

4,000

0

物に係るコ
スト

0
00 0

4,000

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

-20

-100

0

-100
0

1
20

100 0

1
40

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

200 100

0

4,100 0 -100

1 ひとを育てる、守る

施策５　しょうがいしゃの自立の支援

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　しょうがい者が主体となったサービス供給団体の提供する福祉サービスを、市が活用することによってしょうがい者の主体的な自立生活を支援し、地域におけるしょうがい者福祉の増進を
図る東京都事業。国立市においてはCILくにたち援助為センターが、プログラムを実施している。

千円 0 0 4,200

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

自立生活プログラムサービス参加人数

個別プログラム支援サービス参加人数

人

0

00 0 0 0

4,100

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市内身体しょうがい者数

市内知的しょうがい者数
自立生活プログラム・個別プログラム参
加者数

しょうがいしゃ支援
課

吉田　充志

所属課健康福祉部

相談係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市障害者自立生活支援事業（障害者参加型サービス活用事業）補助金交付要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

ア）障害者自立生活プログラムサービス…自立生活を始めた方や始めようとしている方に対し、ピアカウンセラー等がセミナーを提供（全６回）。また余暇支援として季節の行事を実施（年３
回）　　　　　　　　　イ）個別プログラム支援サービス…入所施設での「お話会」（年４回）、外出支援プログラム（ミーティング）（年12回）

　しょうがい者の自立の支援

　25年度に同じ。

（決算）
単位

1
（目標値)

20

52% 51%

200

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　しょうがい者（身体しょうがい者・知的しょうがい者）

0

（当初予算)

180

100

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

入所施設等からの退所・退院者数

千円
0

障害者参加型サービス活用事業

千円

平成24年度

人

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

4,000

0

千円

千円

0
人

平成26年度

しょうがい者が入所施設等や親元から自立して地域で生活できるようになる。
しょうがい者が互いに支え合う。

73

0

94

1952

1

平成25年度

453

平成23年度
（決算）

4,000

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

167

493467

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

51%

自分の能力及び適正に応じて社会参加
をしていると答えたしょうがい者の割合

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

✔

1939 1965

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 4,000

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

2,000 2,000 2,000

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 2,000 2,000 2,000

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

東京都の補助金を得て、しょうがい者がしょうがい者を支援する事業をサポートしている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

安定してプログラムが提供されている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

東京都の補助金交付がない場合には見直しが必要。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

都の補助金がすでに交付されている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

特になし。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

しょうがい者全体が対象であり、受益機会の偏りはない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

実施事業所１か所の補助金交付事務に従事しているのみで必要最低限である。

類似事業はない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

しょうがい者がしょうがい者への支援プログラムを企画・運営している事業として有意義であり、廃止・休止の影
響はある。

○


